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z0500006 法務省
マルシップ外航客船の外国人乗組員の

上陸許可期間の延長

出入国管理及び

難民認定法第１６

条，出入国管理難

民認定法施行規

則第１５条，第６１

条の３，別記様式

第２１号

外国人乗員が，船舶等の乗換え，

乗組み，休養，買物，その他これら

に類似する目的をもって１５日を超

えない範囲内で上陸を希望する場

合に許可している。

ｃ －

乗員上陸許可の目的からしても，

現行を上回る期間，上陸を認める

必要性はないものと考えられる。

なお，人道上必要と思われる場合

等については柔軟に対応している

ところである。

本規制により、外国人乗組員の人

道上の配慮に欠ける恐れや、十分

なサービス提供の機会が損なわれ

ること、当該船の運行計画策定に

支障が生じること等の問題が生じ

ているとの指摘がある。これらの観

点も踏まえ、再度検討されたい。

ｃ －

人道上必要と思われる場合等につ

いては柔軟に対応しているところで

ある。

なお，外航客船であれば長期にわ

たり本邦内を就航することは想定さ

れず，乗員上陸許可の日数により

運行計画策定に支障が生じること

は想定されない。

z0500005

法務省、財務省、

厚生労働省、農林

水産省、経済産業

省、国土交通省

輸出入・港湾諸手続の簡素化促進

出入国管理及び

難民認定法第１６

条，第５６条，第５

７条，出入国管理

難民認定法施行

規則第１５条，第１

５条の２，第５１

条，第６１条の３

輸出入・港湾関連手続について，

各省庁への届出等のうち一部重複

する手続についてシングルウインド

ウ化を図ったところである。

ｂ Ⅲ

手続の見直しについては、規制改

革・民間開放推進3か年計画にお

いて、シングルウィンドウ化の成果

と問題点を踏まえ、申請手続や申

請書類の徹底した省略、簡素化を

図り、速やかにワンストップサービ

スの一層の推進を図ることとしてお

り、関係者の意見をふまえて、業

務・システムの最適化計画を平成

17年度末までのできる限り早期に

策定するよう、関係府省と検討を進

めているところである。

また、手続の簡素化、国際標準へ

の準拠の一環として、外国船舶の

入出港に関する手続や必要書類の

簡易化を図ることを内容とする「国

際海運の簡易化に関する条約（仮

称）（FAL条約）」の平成16年度中

の批准に向け関係省庁は一体と

なって取り組んでいるところである。

業務・システムの最適化計画の策

定を平成16年度までに実施するこ

との可否について改めて検討され、

実施時期を明確化されたい。16年

度中に策定困難とされる理由あら

ば具体的に示されたい。

ｂ Ⅲ

　輸出入及び港湾・空港関係業務

等の最適化計画等の策定について

は，平成１５年７月に策定された「電

子政府構築計画」において，先ず，

レガシーシステムに係る刷新可能

性調査を実施し，次に最適化に係

る見直し方針を策定した後に，平成

１７年度末までのできる限り早期に

最適化計画を策定するとの実施ス

ケジュールが定められている。

これらの検討にあたっては，最適化

に係る見直し方針及び最適化計画

について，刷新可能性調査の調査

結果に基づきシステム全体のあり

方や業務のあり方を含めて検討し，

また，関係府省と意見調整及びパ

ブリックコメント等を通じて利用者等

の意見を十分に踏まえつつ検討

し，策定する必要があることから，

輸出入及び港湾・空港関係手続に

係る最適化計画の策定を平成１６

年度中に実施することは困難であ

り，平成１７年度にならざるを得な

いが，平成１７年度末までできる限

り早期に策定すべく努力したい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 1/48
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z0500006 法務省
マルシップ外航客船の外国人乗組

員の上陸許可期間の延長
5031 50310004 11 社団法人日本船主協会 4

マルシップ外航客船の外国人乗組員の

上陸許可期間の延長

近年におけるマルシップ外航客船の国

内就航状況に鑑み、上陸許可期間の延

長や数次上陸許可を認めること。

乗組員の上陸は15日を越えない範囲内

で許可されており、マルシップ外航客船

については、初回の申請で15日の上陸

許可を得た後、必要な時点で再度申請

することにより新たに15日の上陸許可が

認められている。但し、3度目以降の上

陸許可申請は、外国へ向け出港し再度

日本の港に入港しない限り受け付けら

れない。

z0500005

法務省、財務

省、厚生労働

省、農林水産

省、経済産業

省、国土交通省

輸出入・港湾諸手続の簡素化促進 5078 50780048 11 (社)日本経済団体連合会 48 輸出入・港湾諸手続の簡素化促進

　2003年7月に、輸出入・港湾関連手続

のシングルウィンドウシステムが供用開

始されたが、現行の申請書類の徹底し

た簡素化など、電子化に先立って行うべ

き輸出入・港湾諸手続全般の業務改革

（BPR）については未だ不十分である。

　ワンストップサービスの実現に当たって

は、まず、（1）民間事業者の意見聴取に

基づき、提出の必要性が疑われる申請

を徹底的に抽出すること、（2）申請の中

で削除できる項目を可能な限り削除す

ること、（3）省庁間での共通項目を標準

化、統一化すること、が必要不可欠であ

る。その上で、全ての手続きを統合し、１

回の入力・送信で複数の申請を可能と

するシステムの整備に向け、全関係省

庁は強力な連携・協議を重ねて取り組

むべきである。

　例えば、シングルウィンドウ化により、

複数の官庁で共通する手続について同

時に送信することが可能となったもの

は、入・出港届等、ほんの一握りに過ぎ

ず、従来通り各省庁ごとの手続や紙

ベースでの手続が残されているのが現

状である。

　従って、シングルウィンドウシステムが

運用開始されたものの、現状では真の

ワンストップサービスにはなっておらず、

輸出入・港湾諸手続の簡素化、物流効

率化、ひいては産業競争力強化の支障

となることが懸念される。

　港湾・輸出入手続に関係する各省庁

の協力のもと、2003年７月から港湾・輸

出入手続のシングルウィンドウシステム

が運用を開始したが、これは単に既存

のシステムが接続されただけのものであ

り、予てより産業界が要望してきた諸手

続の見直しおよび簡素化を反映したも

のとはなっていない。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 2/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500005

法務省、財務省、

厚生労働省、農林

水産省、経済産業

省、国土交通省

輸出入・港湾諸手続の簡素化促進

出入国管理及び

難民認定法第１６

条，第５６条，第５

７条，出入国管理

難民認定法施行

規則第１５条，第１

５条の２，第５１

条，第６１条の３

輸出入・港湾関連手続について，

各省庁への届出等のうち一部重複

する手続についてシングルウインド

ウ化を図ったところである。

ｂ Ⅲ

手続の見直しについては、規制改

革・民間開放推進3か年計画にお

いて、シングルウィンドウ化の成果

と問題点を踏まえ、申請手続や申

請書類の徹底した省略、簡素化を

図り、速やかにワンストップサービ

スの一層の推進を図ることとしてお

り、関係者の意見をふまえて、業

務・システムの最適化計画を平成

17年度末までのできる限り早期に

策定するよう、関係府省と検討を進

めているところである。

また、手続の簡素化、国際標準へ

の準拠の一環として、外国船舶の

入出港に関する手続や必要書類の

簡易化を図ることを内容とする「国

際海運の簡易化に関する条約（仮

称）（FAL条約）」の平成16年度中

の批准に向け関係省庁は一体と

なって取り組んでいるところである。

業務・システムの最適化計画の策

定を平成16年度までに実施するこ

との可否について改めて検討され、

実施時期を明確化されたい。16年

度中に策定困難とされる理由あら

ば具体的に示されたい。

ｂ Ⅲ

　輸出入及び港湾・空港関係業務

等の最適化計画等の策定について

は，平成１５年７月に策定された「電

子政府構築計画」において，先ず，

レガシーシステムに係る刷新可能

性調査を実施し，次に最適化に係

る見直し方針を策定した後に，平成

１７年度末までのできる限り早期に

最適化計画を策定するとの実施ス

ケジュールが定められている。

これらの検討にあたっては，最適化

に係る見直し方針及び最適化計画

について，刷新可能性調査の調査

結果に基づきシステム全体のあり

方や業務のあり方を含めて検討し，

また，関係府省と意見調整及びパ

ブリックコメント等を通じて利用者等

の意見を十分に踏まえつつ検討

し，策定する必要があることから，

輸出入及び港湾・空港関係手続に

係る最適化計画の策定を平成１６

年度中に実施することは困難であ

り，平成１７年度にならざるを得な

いが，平成１７年度末までできる限

り早期に策定すべく努力したい。

z0500002 法務省 法律相談の表示又は記載の自由化

弁護士法第７２

条，第７４条第２

項，第７７条，第７

７条の２

弁護士又は弁護士法人でない者

は、報酬を得る目的で、法律事務

を取り扱い、又はこれらの周旋をす

ることを業とすることが禁止されて

おり、違反者には刑罰が科せられ

る。

また、弁護士又は弁護士法人でな

い者は、利益を得る目的で、法律

相談その他法律事務を取り扱う旨

の標示又は記載を禁止されてお

り、違反者には刑罰が科せられる。

ｃ －

弁護士は基本的人権の擁護と社会正義

の実現とを使命とし、ひろく法律事務全

般を行うことを職務とするものとして、わ

が国の法律秩序が形成されているので

あるが、弁護士法第７２条は、弁護士で

ない者が他人の法律事件に介入するこ

とを業とすれば、当事者その他関係人ら

の利益を損ね、国民の公正な法律生活

を侵害し、ひいては法律秩序を害する

ことになるから、これを禁止するために

設けられたものであり、同法第７４条第２

項は、第３条、第７２条の規定を踏まえ

て、一般人が無資格者を弁護士又は弁

護士法人と誤信する等して、損害を被ら

ないようにするために設けられたもので

ある。これらの規定は、現在においても

合理性、必要性を有する規定と考えて

おり、法律相談についてこれらの規定を

解禁することは相当ではない。

なお、上記のとおりこれらの規制の趣旨

が国民の公正な法律生活や法律秩序の

維持等にあることからすると、特区とい

う特定の地域内に限定してその規制を

緩和することはそもそも相当でないし、現

代においては、高度通信機器等を利用

して遠隔地の当事者にも法律サービス

を提供することが可能であることからす

ると、場所的限定により合理的な規制

を導くことも困難であると考える。

「利益を得る目的」の「利益」につ

いては、弁護士法第７２条の「報

酬」と同義と解されている。

①要望内容は、「法律事務の自由

化」ではなく「法律相談の自由化」と

して、弁護士以外で専門的知識を

有する者が法律相談を行うことがで

きるよう求めているものであり、この

点についての具体的な対応策を改

めて検討され、示されたい。

②上記①を踏まえた実施時期につ

いて、その時期となる理由も含め具

体的に示されたい。

ｃ －

法律相談は，弁護士法第７２条に

規定する法律事務に含まれると解

されており，前回回答したとおり，

法律相談について，同条の規制を

解禁することは相当でない。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 3/48
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z0500005

法務省、財務

省、厚生労働

省、農林水産

省、経済産業

省、国土交通省

輸出入・港湾諸手続の簡素化促進 5031 50310003 11 社団法人日本船主協会 3 港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化

全ての港湾・輸出入関連手続を対象と

して、申請の必要性が失われたもの、申

請の中で削除できる項目、さらに省庁間

に共通する項目の標準化、統一化でき

るものを抽出した上で、申請手続を徹底

的に削減・簡素化するよう要望する。

2003年7月23日より輸出入・港湾諸手

続のシングルウィンドウ化が関係省庁に

より実現されてはいるが、実態は各種

申請・手続の見直しや簡素化がなされ

ず、単に既存のシステムが接続されただ

けのものであるため、利便性の向上には

結びついていない。従って、全ての関連

手続を対象として、申請の必要性が失

われたもの、申請の中で削除できる項

目、更に省庁間に共通する項目の標準

化、統一化できるものを抽出した上で、

申請手続きを徹底的に削減・簡素化す

ることを要望する。

z0500002 法務省
法律相談の表示又は記載の自由

化
5010 50100001 11 宮崎信幸 1 法律相談の表示又は記載の自由化

誰でもが、有料・無料に拘らず、法律相

談をすることができるようにする。

弁護士や弁護士法人でなくても、有料の

法律相談を行うことができるようにするこ

とにより、現在無料で法律相談を主催し

ているボランティアその他の任意団体

の経済的基盤が安定し、その結果として

より多くの相談の機会を国民に提供でき

る。

利益を得る目的でないことを無料と、利

益を得る目的であることを有料とそれぞ

れ表現するならば、現在のところ、無料

法律相談については特段の規制はな

い。しかし、弁護士又は弁護士法人でな

い者は、利益を得る目的で、法律相談

その他の法律事務を取り扱う旨の標示

又は記載をしてはならないと規定されて

いる。そもそも有料又は無料であること

で区別することに意味はない。有料・無

料に拘らず、より多くの法律相談の機会

を国民に提供し、有益か無益かは国民

が判断し利用できるようにすることが国

民の利益につながる。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 4/48
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z0500003 金融庁、法務省
コミットメントライン契約の適用対象の

拡大

特定融資枠契約

に関する法律第２

条

コミットメントライン契約（特定融資

枠契約）に係る手数料が利息制限

法及び出資法上の「みなし利息」の

適用除外となるのは，借主が①資

本金が５億円以上又は負債総額が

２００億円以上の株式会社（株式会

社の監査等に関する商法の特例に

関する法律第１条の２第１項），②

資本金が３億円を超える株式会

社，③特定債権等譲受業者（特定

債権等に係る事業の規制に関する

法律第２条第５項），④特定目的会

社（資産の流動化に関する法律第

２条第３項）等である場合に限定さ

れる。

b Ⅰ

法務省及び金融庁としては，現時点で，直ち

に中小企業等に借主の範囲を拡大すること

は時期尚早であると判断しているが，借主の

範囲の拡大の是非に関する検討について

は，今後も，引き続き行う方針である。

コミットメントライン契約については，需要創

出型の新たな金融サービスであり，借主が利

用して初めてその利便性を実感するものであ

るとする指摘であるが，平成１５年に実施した

借り手側のニーズ調査によれば，借主の範

囲の拡大について中小企業等の中にも慎重

な意見があり，また，地方公共団体に関しては

コミットメントライン契約を利用したいとの

ニーズがほとんどないという結果であったし，

実際に平成１３年改正で借主の範囲に加えら

れた中堅企業の利用状況も低調であった。こ

れらの事実を併せ考えると，一定の融資枠が

手数料なしに設定される当座貸越取引等の従

来の借入方法に加えて，実際に融資を受けた

場合の利息のほかに手数料の支払が必要と

なるコミットメントライン契約を利用したいと

いう現実的なニーズが中小企業等の借主側

にどの程度あるのかについては慎重に見極

めていく必要があると思われる。

また，経済的弱者である中小企業等に借主の

範囲を拡大すれば，中小企業等が締結する

コミットメントライン契約に係る手数料に利

息制限法及び出資法の上限利率による制限

が及ばなくなる結果となって，手数料名目に合

法的に高金利を徴求されるおそれがあるの

であり，このようなおそれがある以上，いわゆ

るヤミ金融対策法等の高金利貸付け問題対

策の効果等を見極めることなく，現時点にお

いて，直ちに経済的弱者である中小企業や

地方公共団体等に借主の範囲を拡大すると

いう改正を行うことは相当ではないと考える。

このため，法務省及び金融庁としては，今後

の検討においては，借主の範囲の拡大の是

非について，高金利貸付け問題対策の効果

経済的弱者の保護という本規制の

当初の趣旨は首肯できるものの、

本件のような新たな金融サービス

は需要創出型のサービスであり、

言わば借主が利用して初めてその

利便性を実感する類のものである。

こうした観点から、要望者が挙げる

借主を新たに追加することについ

て、改めて検討されたい。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，繰り返

し詳細に回答しているとおり，現時

点で，直ちに中小企業等に借主の

範囲を拡大することは時期尚早で

あると判断しているが，借主の範囲

の拡大の是非に関する検討につい

ては，高金利貸付け問題対策の効

果等の見極めやニーズの把握等を

行いつつ，慎重に判断していく予定

である。

なお，コミットメントライン契約によ

る金融サービスにつき，いわば借

主が利用して初めてその利便性を

実感する類のものであるため，その

ような観点から要望者が掲げる借

主を新たに追加するべく検討すべき

との指摘については，ニーズ拡大

のために利息制限法・出資法等の

適用除外による弊害を考慮しようと

しないとの点で容易に首肯しがた

い。

z0500003 金融庁、法務省
コミットメントライン契約の適用対象の

拡大

特定融資枠契約

に関する法律第２

条

コミットメントライン契約（特定融資

枠契約）に係る手数料が利息制限

法及び出資法上の「みなし利息」の

適用除外となるのは，借主が①資

本金が５億円以上又は負債総額が

２００億円以上の株式会社（株式会

社の監査等に関する商法の特例に

関する法律第１条の２第１項），②

資本金が３億円を超える株式会

社，③特定債権等譲受業者（特定

債権等に係る事業の規制に関する

法律第２条第５項），④特定目的会

社（資産の流動化に関する法律第

２条第３項）等である場合に限定さ

れる。

b Ⅰ

法務省及び金融庁としては，現時点で，直ち

に中小企業等に借主の範囲を拡大すること

は時期尚早であると判断しているが，借主の

範囲の拡大の是非に関する検討について

は，今後も，引き続き行う方針である。

コミットメントライン契約については，需要創

出型の新たな金融サービスであり，借主が利

用して初めてその利便性を実感するものであ

るとする指摘であるが，平成１５年に実施した

借り手側のニーズ調査によれば，借主の範

囲の拡大について中小企業等の中にも慎重

な意見があり，また，地方公共団体に関しては

コミットメントライン契約を利用したいとの

ニーズがほとんどないという結果であったし，

実際に平成１３年改正で借主の範囲に加えら

れた中堅企業の利用状況も低調であった。こ

れらの事実を併せ考えると，一定の融資枠が

手数料なしに設定される当座貸越取引等の従

来の借入方法に加えて，実際に融資を受けた

場合の利息のほかに手数料の支払が必要と

なるコミットメントライン契約を利用したいと

いう現実的なニーズが中小企業等の借主側

にどの程度あるのかについては慎重に見極

めていく必要があると思われる。

また，経済的弱者である中小企業等に借主の

範囲を拡大すれば，中小企業等が締結する

コミットメントライン契約に係る手数料に利

息制限法及び出資法の上限利率による制限

が及ばなくなる結果となって，手数料名目に合

法的に高金利を徴求されるおそれがあるの

であり，このようなおそれがある以上，いわゆ

るヤミ金融対策法等の高金利貸付け問題対

策の効果等を見極めることなく，現時点にお

いて，直ちに経済的弱者である中小企業や

地方公共団体等に借主の範囲を拡大すると

いう改正を行うことは相当ではないと考える。

このため，法務省及び金融庁としては，今後

の検討においては，借主の範囲の拡大の是

非について，高金利貸付け問題対策の効果

経済的弱者の保護という本規制の

当初の趣旨は首肯できるものの、

本件のような新たな金融サービス

は需要創出型のサービスであり、

言わば借主が利用して初めてその

利便性を実感する類のものである。

こうした観点から、要望者が挙げる

借主を新たに追加することについ

て、改めて検討されたい。

ｂ Ⅰ

法務省及び金融庁としては，繰り返

し詳細に回答しているとおり，現時

点で，直ちに中小企業等に借主の

範囲を拡大することは時期尚早で

あると判断しているが，借主の範囲

の拡大の是非に関する検討につい

ては，高金利貸付け問題対策の効

果等の見極めやニーズの把握等を

行いつつ，慎重に判断していく予定

である。

なお，コミットメントライン契約によ

る金融サービスにつき，いわば借

主が利用して初めてその利便性を

実感する類のものであるため，その

ような観点から要望者が掲げる借

主を新たに追加するべく検討すべき

との指摘については，ニーズ拡大

のために利息制限法・出資法等の

適用除外による弊害を考慮しようと

しないとの点で容易に首肯しがた

い。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 5/48
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z0500003 金融庁、法務省
コミットメントライン契約の適用対象

の拡大
5016 50160008 11 社団法人全国地方銀行協会 8

コミットメントライン契約適用対象のさら

なる拡大

コミットメントライン契約（特定融資枠契

約）の適用対象を拡大し、a.中小企業

（資本金３億円以下等）、b.地方公共団

体、地方公社、独立行政法人等、をその

範囲に含める。

平成13年６月の法改正により、それまで

商法特例法上の大会社に限定されてい

た対象企業等に、①資本の額が３億円

を超える株式会社、②証券取引法の規

定による監査証明を受けなければなら

ない株式会社、③特定債権等譲受業

者、④特定目的会社及び登録投資法人

等が加えられたが、より幅広い中小企

業への金融の円滑化を図るという観点

からは、さらなる適用対象の拡大が必要

である。また、地方公共団体等の資金需

要に対しより安定的・機動的に対応して

いくためには、こうした先も適用対象に含

めるべきである。本件については、平成

15年より検討事項として取りあげられて

いるが、未だ結論を得るに至っていない

ため、早急に結論を得るべきである。

「３か年計画」で金融庁は、「経済的弱

者の保護という利息制限法（昭和29年

法律第100号）及び出資法（「出資の受

入れ、預り金及び金利等の取締りに関

する法律」、昭和29年法律第195号）の

趣旨を踏まえつつ、コミットメント・ライン

契約を利用できる借主の範囲について

検討し、結論を得る。」としている。

z0500003 金融庁、法務省
コミットメントライン契約の適用対象

の拡大
5139 51390020 11

（社）全国信用金庫協会・信

金中央金庫
20

コミットメントライン契約の適用対象企業

の拡大

コミットメントライン契約（特例融資枠契

約）の適用対象を拡大し、①中小企業

（資本金３億円以下等）、②地方公共団

体や特別法で定められた地方公社等を

その範囲に含める。

コミットメントライン契約（特例融資枠契

約）の適用対象を拡大することにより、

中小企業の資金調達の多様化が図られ

る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 6/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類
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措置の
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z0500008 法務省

グループ内企業再編における合併契

約書の備え付け開始を株主総会の２週

間前から１週間前に短縮

商法第４０８条の２

全ての株式会社に対して，株主総

会の２週間前から合併契約書等の

備置が要求されている。

ｃ Ⅰ

合併における備置の制度は，株主

及び会社債権者が合併の公正等を

判断するための資料を提供するた

めに，一定の期間，合併契約書等

の備置及び株主並びに会社債権者

に対する開示を義務付けているも

のである。したがって，会社債権者

の利益も勘案すると，グループ内組

織再編であることを理由として備置

期間の短縮を認めることには慎重

であるべきであると考える。

債権者保護の観点からは、商法第

１００条第１項において、合併の決

議をした日から債権者に対して２週

間以内に公告をすること、およびそ

の異議申し立て期間は１か月以上

であることが規定されている。ま

た、同条第３項においては、異議の

ある債権者は、申立期間内に異議

を申し立てた場合、会社は債権者

に対し、弁済するか、担保を提供す

ることが可能な制度となっている。

当制度をもって債権者に対する保

護は、十分なされていると考えられ

ることから、①グループ内企業再編

における合併契約書備え付け開始

を株主総会の１週間前とすることに

ついて改めて検討されたい。②上

記①を踏まえた実施時期について

具体的に示されたい。

ｃ Ⅰ

①債権者の保護の制度としての合

併契約書等の備置の制度は、債権

者への公告等の債権者保護手続

の制度とは別個に設けられている

ものであり、グループ内組織再編で

あるという理由から、後者の制度の

みで足りると考えることは困難であ

る。また、少数株主の保護の要請

についても、グループ内の組織再

編であるという理由をもって後退さ

せることは困難である。

②上記①の理由から、備置期間の

短縮を認めることには慎重であるべ

きと考えられるため、その検討の実

施時期について示すことは困難で

ある。

z0500009 法務省
プロジェクトファイナンスにおける将来

債権譲渡担保に関する法手当

民法第４６６条及

び第４６７条

債権譲渡の対抗

要件に関する民法

の特例等に関する

法律第２条及び第

５条

民法第４６６条は，債権譲渡の一般

的有効性について規定している。

また，民法第４６７条の規定する債

務者に対する通知又は債務者の承

諾，債権譲渡の対抗要件に関する

民法の特例等に関する法律第２条

の規定する債権譲渡登記が，それ

ぞれ債権譲渡の対抗要件とされて

いる。将来債権の譲渡担保は，最

判平成１１年１月２９日（民集５３巻

１号１５１頁）において判示されてい

るとおり，一般的に有効であると解

されている。

ｄ -

将来債権の譲渡担保が一般的に

有効であることは，左記のとおり現

行法上も明らかであり，ＰＦＩ及び資

産流動化に限定した法的手当ては

特に必要ないものと考えられる。ま

た，債権譲渡の対抗要件について

の民法の特例等に関する法律は，

金銭債権一般を対象としており，対

象債権についてそれ以上の限定を

付していないから，プロジェクトファ

イナンスによるＰＦＩ及び資産流動化

等の事業に関わる保険金請求権が

その対象債権に含まれることは法

的手当てをするまでもなく明らかで

ある。

要望内容は、将来債権の譲渡担保

の有効性が判例に依拠しているた

め、法的安定性を欠いていることを

問題とし、PFI等のプロジェクトファ

イナンスの発展の阻害要因となっ

ていることを改善することを要望す

るものである。この点について①法

的手当を行うことについて具体的な

対応策を改めて検討され、示された

い。②上記①を踏まえた実施時期

について、その時期となる理由も含

め具体的に示されたい。

d -

将来債権の譲渡担保が一般的に

有効であることは、現行法上明らか

であって、その有効性が判例に依

存しているために法的安定性を欠

いており、プロジェクトファイナンス

の阻害要因になっているという認識

は誤解に基づくものである。した

がって、この点について法的手当て

を行う必要はないものと考えてい

る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 7/48
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z0500008 法務省

グループ内企業再編における合併

契約書の備え付け開始を株主総会

の２週間前から１週間前に短縮

5034 50340020 11 （社）日本損害保険協会 20

グループ内企業再編における合併契約

書の備え付け開始を株主総会の２週間

前から１週間前に短縮

商法２３２条では、譲渡制限付株式会社

においては定款の定めを以て、株主総

会の招集通知を１週間前までに短縮で

きるとある。しかし、合併の場合は、合

併契約書他備付書類を２週間前から備

え付けなければならない。グループ内企

業再編は、過半以上の議決権を有する

株主間の意向により決定するのが実状

であり、合併スケジュールの短縮を考え

た場合、合併契約書備付開始について

も株主総会招集通知の発送時の規定に

あわせ、１週間前からとすることを要望

する。

子会社の再編の法的スケジュールが１

週間短縮される。

グループ内企業再編の手続きの迅速化

に寄与する。

z0500009 法務省
プロジェクトファイナンスにおける

将来債権譲渡担保に関する法手当
5034 50340021 11 （社）日本損害保険協会 21

プロジェクトファイナンスにおける将来

債権譲渡担保に関する法手当

ＰＦＩ等プロジェクトファイナンスにおける

将来債権の譲渡担保については、現状

最判平11・1･29に依拠して行われてい

るが、法的安定性に欠ける。法的安定

性を得るためには、PFI及び資産流動化

に限定したプロジェクトファイナンスを対

象とした将来債権譲渡の有効性および

その要件にかかる法手当が望まれる。

なお、本手当および「債権譲渡特例法」

の改正（債務者不特定の将来債権譲渡

を可能とする）が行われる場合には、プ

ロジェクトファイナンスによるPFI、資産

流動化等の事業に関わる保険金請求権

が対象債権に含まれることを明記するよ

う要望する。

左記法手当が行われることにより、プロ

ジェクトファイナンス等への資金の安定

的供給が促進され、PFI等の推進が図ら

れる。

現状では、PFI等におけるプロジェクト

ファイナンスにおける将来債権の譲渡

担保の法的安定性は十分ではないが、

本手当を行い、法的安定性を確立させ

ることは、PFI等の推進に資するため。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 8/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500010 法務省 債権譲渡登記制度の拡充

債権譲渡の対抗

要件に関する民法

の特例等に関する

法律（平成１０年６

月１２日法律第１０

４号）第３条

平成１０年法務省

告示第２９０号（債

権譲渡の対抗要

件に関する民法等

の特例等に関する

法律第３条第１項

の登記所）

債権譲渡登記規

則（平成１０年８月

２８日法務省令第

３９号）第２２条

債権譲渡登記制度は，平成１０年１

０月に創設され，債権譲渡登記に

関する事務を司る登記所として，東

京法務局が指定されている。平成

１３年３月からは，予納制度を利用

したオンラインによる登記の申請の

制度を、平成１６年５月からは歳入

金電子納付システムを利用したオ

ンラインによる登記の申請及び証

明書の交付請求の制度の運用を

開始したところである。

ｃ －

１　オンラインによる登記申請については，申請１件当

たりの情報量の上限を１，５００キロバイトとしていると

ころ，当該上限を大幅に引き上げることとすると，登

記所の回線の増強，機器の増設及びシステムの改修

等に相当額の経費を要することとなる。これに要する

経費については受益者が負担することとなる。つま

り，オンラインによる登記申請の手数料が現行よりも

高額なものとなるのである。

    ところで，申請１件当たりの情報量に係る調査を実

施したところ，申請１件当たりの情報量が１，５００キロ

バイトを超える申請はわずか３．５％にとどまるもので

ある。そこで，仮に当該上限を大幅に引き上げること

とすると，全申請件数の９６．５％に相当する利用者

は，わずか３．５％の申請のオンライン化を図るため，

当該上限の引上げに係る経費を負担することとなる。

　  また，ｅ－Ｊａｐａｎ戦略における電子政府の実現の

基本的考え方において，電子政府の実現にあたって

は，行政の簡素化・効率化，国民・事業者の負担の軽

減を実現することが必要である旨示されているところ

である。 また，e-Japan重点計画における行政の情報

化の具体的施策において，各府省は，申請・届出等

手続をオンライン化する場合において，当該事務に係

る行政経費の低減を図りつつ，適正に手数料単価を

設定するものとすることとされた。さらに， 電子政府

構築計画における電子政府構築の原則において，業

務や制度，システムの抜本的な見直しを行い，行政運

営の簡素化，業務効率の向上を徹底的に追求するこ

ととされ，また，目標として 業務・システムの一元化・

集中化等業務・システムの最適化により費用対効果を

高め，人的・物的資源の効率的な活用を通じた行政

の簡素・合理化を図ることにより，予算効率の高い簡

素な政府を実現することとされた。これらの政府全体

の方針等からすると，申請１件当たりの情報量の上限

を大幅に引き上げることは，国民・事業者の負担の軽

減を実現することとはならず，適正な手数料単価の設

定が困難となり，また，予算効率の高い簡素な政府を

実現に逆行するものとなることから，消極的にならざ

るを得ない。

　  したがって，申請１件当たりの情報量の上限を大

幅に引き上げることは，現段階では困難であるといわ

ざるを得ない。

２　債権譲渡登記は，東京法務局民事行政部債権登

録課において運用しているところ，これを全国の法務

①登記所の設備増強等に係る経費

が多額となり手数料が高額になる

ことから要望に応じられないとする

が、当該経費を圧縮することによっ

て利用者への転嫁を回避するとい

う観点から検討のうえ、要望に応じ

られるか再度回答されたい。

②出頭による申請窓口を各出張所

に広げることについて、費用が多額

に上ることから要望に応じられない

とするが、当該経費を圧縮すること

によって利用者への転嫁を回避す

るという観点から検討のうえ、要望

に応じられるか再度回答されたい。

③申請1件あたりの情報量が1500

キロバイトを超える申請はわずか

3.5％であること等から、要望に応じ

られないとするが、債権譲渡登記

の利用状況（債権数、遠方のため

出頭せず郵送によって債権譲渡登

記を行う利用者数等）は年々変わ

るものと考えられる。よって、これら

の状況の変化によっては、費用対

効果の観点から本要望の実現の可

能性は高まると考えられるが、平成

16年度以降継続して利用状況を調

査し、登記制度の拡充について検

討することの可否について、回答さ

れたい。

ｃ －

①について

   現在の債権譲渡登記システム（以下「現行

システム」という。）において，オンラインに

よる登記申請における申請１件当たりの情報

量の上限（１，５００キロバイト）を大幅に引き

上げることとすると，現行システムのハード

ウェアでは対応できず，高性能の機器を新た

に導入する必要がある。また，現行システム

のソフトウェアについても当該上限の引上げ

に係る設計変更，開発及び各種試験を実施

しなければならない。

　したがって，申請１件当たりの情報量の上限

を大幅に引き上げることとすると相当の経費

が必要となり，当該経費を手数料の増額とな

らない程度までに圧縮することは，現段階で

は困難であると考える。

②について

   登記の申請等の窓口を拡大するとなると，

各登記所に端末，印刷装置，ネットワーク機

器等を導入するとともに，現行システムの大

幅な設計変更等を実施しなければならない。

さらには，当該運用に係る人員を配置しなけ

ればならない。

　したがって，登記の申請等の窓口を拡大す

るとなると相当の経費が必要となり，当該経費

を手数料の増額とならない程度までに圧縮す

ることは，現段階では困難であると考える。

③について

　 債権譲渡登記制度を運用するに当たって

は，政府の方針，国民のニーズ及び費用対

効果等を適時・適切に調査・検討を行った上

で制度を運用しているところである。

　　したがって，申請１件当たりの情報量の上

限の引上げ及び登記の申請等の窓口の拡大

等，登記制度の拡充についても，引き続き検

討することとなる。

z0500011 法務省 サービサー法に関する改正要望

債権管理回収業

に関する特別措置

法第２条第１項，

第１２条，第１３条

第１項，第２０条

債権管理回収業

に関する特別措置

法施行令第１条～

第３条

債権管理回収業

に関する特別措置

法施行規則第１５

条第１項

①債権回収会社は，その商号中に

債権回収という文字を用いなけれ

ばならない。

②債権回収会社の取り扱うことの

できる対象債権は一定の範囲に限

定され，「特定金銭債権」と定義さ

れている。

③債権回収会社は，取扱債権に関

し，債務者等との交渉の経過を記

録したもの等の業務に関する帳簿

書類を作成し，保存しなければなら

ない。

④債権回収会社は，債権管理回収

業を営む上において支障を生ずる

ことがないと認められるものについ

て，法務大臣の承認を受ければ，

法第１２条第１号，第２号以外の業

務を兼業することができる。

①②③

④b

①Ⅰ

②ⅠⅡ

③ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

④ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

①②③④　債権管理回収業に関す

る特別措置法附則第７条におい

て，この法律の施行後５年を目途と

して，この法律の実施状況等を勘

案しつつ検討が加えられるものとさ

れており，本年が施行後５年目に

当たることから，ユーザー等からの

ヒアリング等の調査を行い，実情・

ニーズの把握に努めているところで

ある。

※債権管理回収業に関する特別措

置法の実施に係る事務ガイドライ

ン

①②③④について、サービサー法

の改正についての具体的な方向性

および時期について示されたい。

①②③

④b

①Ⅰ

②ⅠⅡ

③ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

④ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

　前回の回答のとおり，現在，ユー

ザー等からのヒアリング等の調査を

行い，実情・ニーズの把握に努めて

いるところであり，現段階で，サー

ビサー法の改正についての具体的

な方向性及び時期を示すことは困

難である。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 9/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他

（特記事項）

z0500010 法務省 債権譲渡登記制度の拡充 5039 50390002 11 社団法人 リース事業協会 2 債権譲渡登記制度の拡充

①出頭による申請窓口を各出張所に広

げること。②オンライン申請のシステム

拡充、手続の簡素化を図ること。

・債権流動化市場の発展に寄与する。

「規制改革・民間開放推進3ヵ年計画」

（2004年3月19日）においては、「オンラ

イン申請について、債権個数の上限は

廃止し、情報量による制限のみとする」

とされている。しかし、情報量による制

限が維持される限り、オンライン申請の

利便性が改善するとは言いがたい。債

権個数の上限を撤廃するだけでなく、情

報量による上限を大幅に引上げるべき

である。併せて、申請窓口の拡充も行う

べきである。

z0500011 法務省 サービサー法に関する改正要望 5039 50390003 11 社団法人 リース事業協会 3 サービサー法に関する改正要望

債権管理回収業に関する特別措置法

（サービサー法）は、金融機関等の不良

債権処理の促進を図るための特別措置

法という臨時的な位置付けで制定され

た法律であるが、資産流動化・証券化に

おける債権管理回収業務は、常に一定

のニーズのあるものであり、恒久的な制

度として本制度を整備していくという観

点から以下事項を要望する。１．「債権

回収」にかえて、「サービサー」を商号中

に用いることが可能になることを要望す

る。２．一般事業法人の有する売掛債

権、請負代金債権などの取扱ができる

よう、特定金銭債権の範囲の拡大を要

望する。３．資産流動化・証券化スキー

ムにおける正常債権の管理回収に係る

マスター・サービシング業務やプライマ

リー・サービシング業務についても、交

渉履歴の作成義務があるなど不良債権

の管理回収を想定した現行のサービ

サー法の規制が及んでいるが、緩和を

要望する。４．債権管理回収業に係る貸

金業、事業再生ビジネス、アセットマネー

ジメント業務など、債権管理回収業にか

かわる周辺業務については、承認制で

はなく、届出制に緩和することを要望す

る。

・金融機関、一般事業法人の不良債権

処理の促進・金融機能のアンバンドリン

グに寄与・金融機関、一般事業法人の

債権管理回収業のアウトソーシングによ

る業務効率化に寄与

１．サービサー会社では、通称として「サービサー」

を使用しているところも多く、「サービサー」が定着

していること。「債権回収」には後ろ向きの印象がつ

きまとい、サービサーの業務が拡大するなかで、円

滑な事業展開を前向きに進められるため。２．一般

事業法人の不良債権処理のニーズが高い。また、

一般事業法人においても債権管理回収業務のアウ

トソーシングのニーズも高いと思われるため。３．

資産流動化・証券化スキームにおける正常債権の

管理回収業務についても、交渉履歴の作成が義務

付けられている。このため、債務者（ＳＰＣ）に書面

を交付したときも、逐一、交渉履歴に記録しなけれ

ばならず、事務作業が繁雑となっているため。４．兼

業承認を受けるまでのコスト・時間がかかり、迅速

な業務展開ができないため。昨年、同要望に対して

法務省から「債権管理回収業の実情やニーズを把

握するため，業界団体等からのヒアリング調査など

を今年度中に行い，その調査の結果を踏まえて，法

改正を含めた検討をする。」との回答が示された。

早急な措置を期待する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 10/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500011 法務省 サービサー法に関する改正要望

債権管理回収業

に関する特別措置

法第２条第１項，

第１２条，第１３条

第１項，第２０条

債権管理回収業

に関する特別措置

法施行令第１条～

第３条

債権管理回収業

に関する特別措置

法施行規則第１５

条第１項

①債権回収会社は，その商号中に

債権回収という文字を用いなけれ

ばならない。

②債権回収会社の取り扱うことの

できる対象債権は一定の範囲に限

定され，「特定金銭債権」と定義さ

れている。

③債権回収会社は，取扱債権に関

し，債務者等との交渉の経過を記

録したもの等の業務に関する帳簿

書類を作成し，保存しなければなら

ない。

②債権回収会社は，特定金銭債権

に係る債務であって，利息制限法

の制限を超える利息又は賠償額の

支払いの約定がなされている債権

については，制限利息・賠償額に

引き直すことにより，元利金を含め

て請求することができる。

①②③

④b

①Ⅰ

②ⅠⅡ

③ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

④ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

①②③④　債権管理回収業に関す

る特別措置法附則第７条におい

て，この法律の施行後５年を目途と

して，この法律の実施状況等を勘

案しつつ検討が加えられるものとさ

れており，本年が施行後５年目に

当たることから，ユーザー等からの

ヒアリング等の調査を行い，実情・

ニーズの把握に努めているところで

ある。

※債権管理回収業に関する特別措

置法の実施に係る事務ガイドライ

ン

①②③④について、サービサー法

の改正についての具体的な方向性

および時期について示されたい。

①②③

④b

①Ⅰ

②ⅠⅡ

③ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

④ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

　前回の回答のとおり，現在，ユー

ザー等からのヒアリング等の調査を

行い，実情・ニーズの把握に努めて

いるところであり，現段階で，サー

ビサー法の改正についての具体的

な方向性及び時期を示すことは困

難である。

z0500012
警察庁、金融庁、

法務省

詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的

整備
出資法１条，２条

出資法は，「何人も，不特定且つ多

数の者に対し，後日出資の払いも

どしとして出資金の全額若しくはこ

れをこえる金額に相当する金銭を

支払うべき旨を明示し，又は暗黙

のうちに示して，出資金の受入をし

てはならない。」と定めるとともに

（同法１条），「業として預り金をす

るにつき他の法律に特別の規定あ

る者を除く外，何人も業として預り

金をしてはならない。」と定め（同法

２条１項），これらに違反した者に

は，３年以下の懲役若しくは３００万

円以下の罰金，又はその併科の罰

則がある（同法８条２項１号）ほか，

両罰規定が設けられている（同法９

条１項２号）。なお，同法２条１項に

いう「他の法律」には，銀行法，長

期信用銀行法等がある。

ｃ －

「不特定多数の者に対し，後日全額若し

くはこれをこえる金額を金額を払い戻

す旨明示又は黙示して，出資金の受入」

をすることは，出資金の本質と相反する

ものであって，出資者に誤解を与える危

険性が高く，これを一般的に許容した場

合，一般大衆に不測の損害を与える危

険が多分にある。

出資法２条の「預り金」については，その

意義が法律上規定されており，その概念

が不明確であるとは言い難いし，また，

これを無条件に許容した場合，一般大

衆に不測の損害を及ぼすばかりでなく，

ひいてはこれら大衆と取引関係に立つ

者まで次々に被害を拡大して，社会の

信用制度と経済秩序を攪乱するおそれ

がある。また，同条は，業としての「預り

金」を全面的に禁止しているものではな

く，処罰の対象から，「業として預り金を

するにつき他の法律に特別の規定のあ

る者」を除いており，必要な担保制度な

ど一般大衆に損害を及ぼさない手当が

なされていれば，法律により預り金の禁

止を解除することができる。

いずれにせよ，この問題は広く金融行

政にかかわる事柄であり，また，出資法

１条及び２条が，詐欺的金融犯罪の取締

り等に大きな役割を果たしている現状

にかんがみると，現時点では，法務省に

おいて，直ちに出資法１条を廃止する

などの措置を講じることは困難である。

①要望者は、出資法の規制によっ

て金融商品の多様化が阻まれてい

ることから、一般大衆が不測の損

害を蒙ることを防止するための新た

な規制(詐欺的金融販売の取締制

度）を設けることを提案しており、

要望の趣旨に沿った回答をいただ

きたい。

②エスクロー事業が出資法に抵触

するか否かについて、明確化するこ

との可否について、その理由も含め

て回答いただきたい。

ｃ －

第１条関係

　出資金は出資元本が保証されないことを本

質とするものであるため、当該払戻しが実行

不能に陥った場合、安全であると誤信して出

資した一般大衆が不測の損害を被ることを防

止する趣旨から、これを撤廃することは困難

である。

第２条関係

　業としての「預り金」を一般的に禁止してい

るが，全面的に禁止されているわけではなく、

他の法律に特別の規定ある者については預

り金を受け入れることができる。従って、出資

法において現状以外の新たな規制を設ける

ことは不要と考える。

　また、預金の受入れまがいの脱法行為を厳

正に取り締まる必要があることから、現行の

規定が必要且つ適切であると考えられる。

　なお，出資法２条の禁止に該当する行為の

うち，特に許容すべき合理的なものがあるの

であれば，別途，他の法律の整備によって対

応すべきものであって，出資法の改正による

ことは適当でない（例，銀行法，信託業法，農

業協同組合法等）。

　エスクロー事業という個別の事業が出資法

に抵触するか否かについては、それぞれ個

別の事業の内容によるのであり，また，最終

的には裁判所が判断するものであることか

ら，ここで回答することは困難である。

　一般的には，出資法２条は，業としての預り

金をする行為を，他の法律に特別の規定が

ない限り禁止しているものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 11/48
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z0500011 法務省 サービサー法に関する改正要望 5040 50400028 11 オリックス 28 サービサー法に関する改正要望

債権管理回収業に関する特別措置法

（サービサー法）は、金融機関等の不良

債権処理の促進を図るための特別措置

法という臨時的な位置付けで制定され

た法律であるが、資産流動化・証券化に

おける債権管理回収業務は、常に一定

のニーズのあるものであり、恒久的な制

度として本制度を整備していくという観

点から以下事項を要望する。１．「債権

回収」にかえて、「サービサー」を商号中

に用いることが可能になることを要望す

る。２．一般事業法人の有する売掛債

権、請負代金債権などの取扱ができる

よう、特定金銭債権の範囲の拡大を要

望する。３．資産流動化・証券化スキー

ムにおける正常債権の管理回収に係る

マスター・サービシング業務やプライマ

リー・サービシング業務についても、交

渉履歴の作成義務があるなど不良債権

の管理回収を想定した現行のサービ

サー法の規制が及んでいるが、緩和を

要望する。４．債権管理回収業に係る貸

金業、事業再生ビジネス、アセットマネー

ジメント業務など、債権管理回収業にか

かわる周辺業務については、承認制で

はなく、届出制に緩和することを要望す

る。

・金融機関、一般事業法人の不良債権

処理の促進・金融機能のアンバンドリン

グに寄与・金融機関、一般事業法人の

債権管理回収業のアウトソーシングによ

る業務効率化に寄与

１．サービサー会社では、通称として「サービサー」を使用して

いるところも多く、「サービサー」が定着していること。「債権

回収」には後ろ向きの印象がつきまとい、サービサーの業務

が拡大するなかで、円滑な事業展開を前向きに進められるた

め。２．一般事業法人の不良債権処理のニーズが高い。ま

た、一般事業法人においても債権管理回収業務のアウト

ソーシングのニーズも高いと思われるため。３．資産流動化・

証券化スキームにおける正常債権の管理回収業務について

も、交渉履歴の作成が義務付けられている。このため、債務

者（ＳＰＣ）に書面を交付したときも、逐一、交渉履歴に記録し

なければならず、事務作業が繁雑となっているため。４．兼業

承認を受けるまでのコスト・時間がかかり、迅速な業務展開が

できないため。昨年、同要望に対して法務省から「債権管理

回収業の実情やニーズを把握するため，業界団体等からの

ヒアリング調査などを今年度中に行い，その調査の結果を踏

まえて，法改正を含めた検討をする。」との回答が示された。

早急な措置を期待する。

z0500012
警察庁、金融

庁、法務省

詐欺的金融犯罪の取締制度の抜

本的整備
5039 50390005 11 社団法人 リース事業協会 5

詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的

整備

出資法１,２条の立法論的妥当性を検討

し、過剰規制を廃して、詐欺的金融犯罪

の取締制度を改めて整備するべきであ

る。<＊1>【参考】「1999/7金融審議会

第一部会中間整理(第一次)」東大･神田

教授意見発表資料『いわゆる悪質商品

の取扱いをどうすべきかという問題があ

る。この点については、我が国における

これまでの歴史に鑑みると、その対応等

の面において類型的に別物として取

扱ってきた面もあるので、基本的方向性

としては、金融関連の詐欺的行為を禁

止する法律を制定し、そちらで取締るこ

とを検討することが望ましい（現在では、

いわゆる出資法で一部取締りが可能で

あるが、出資法のように預り金を一律に

禁止するような法律は、その立法論的な

妥当性につき再検討する必要があ

る）。』

・例えば、匿名組合契約による出資受入

などにおいて、出資金の全部または一

部について営業者が保証する。・エスク

ロー事業（二当事者の取引のクロージン

グにあたり、第三者が資金を預かって管

理することにより、取引上の危険を転換

して取引を円滑にするもの）<＊2>

・1条は、そもそも全面禁止されるべきものではな

い。出資者の認識と保証者の支払能力の問題であ

り、不当表示規制や金融商品販売規制として整理さ

れるべきではないか。・金融庁は、「安全であると誤

信して出資した一般大衆が不測の被害を被ることを

防止する趣旨」とし、法務省は、「誤解を与える危険

性が高く、これを一般的に許容した場合、一般大衆

に不測の損害を与える危険が多分にある」とする。

しかし、誤信によるものであれば、誤信しないように

表示、説明をさせるという規制であるべきであろう。

また、誤解を与える危険が多分にあるというのも、

決して難しい話ではないのであって、おかしい。これ

を全面的に禁止し、仮に被害が発生していない場合

でも３年以下の懲役という重い刑罰の対象となると

いうのは、果たして制度として妥当であるといえるの

であろうか。・一般大衆の被害・損害というのは、実

際は騙しによって起こっているのであり、問題の捉

え方を誤っている。つまり、禁止・処罰の対象は、金

融商品において約束された運用行為等が現実に行

われていないことであり、この点に焦点を当てた新

たな規制を構築すべきである。・2条は、預り金の概

念が曖昧あるいは広すぎる。刑罰があり、罪刑法

定主義の観点から妥当性に疑問ある。<＊3>・法務

省は、「その意義が明確に規定されており、その概

念が不明確であるとは言い難い」とするが、預金と

同様の経済的性質を有するものということの解釈の

幅は相当広い。また、「無条件に許容した場合、一

般大衆に不測の損害を及ぼす」というのも、１条と

同様に騙しによって起こっている問題である。・戒

厳令型･前時代的処罰法規は、金融取引その他

サービスの発展に目に見えにくいが悪影響を及ぼ

している。・｢金融サービス法｣等の金融関連法制と

出資法との係わり合い、適用関係等が、経済社会情

勢の進展に対応し、その発展に貢献するものとなる

よう、引き続き制度整備の努力をしていくことが必要

である。

<＊1>出資法が現に果たす役割は詐欺

罪の前段階的な処罰と思われ、これは

不当な表示･勧誘により行われるので、

不当表示防止法を独禁法の枠組みから

切離して整備し、罰則強化、警察管轄と

することは検討できないか。相手方の属

性（個人かプロか）の観点も必要と思わ

れる。<＊2>エスクロー事業が出資法２

条に抵触するのか判然とせず、抵触する

との解釈も表明されており、事業を行お

うとする際の重大な障害となる。<＊3>

例えば、不動産会社が賃貸事業で預か

る敷金等、継続取引業者間の取引保証

金などはどう解釈されるのか。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 12/48
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z0500013 金融庁、法務省
社債及び短期社債に関する取締役会で

の決議義務付けの見直し

商法第２９６条

社債等の振替に

関する法律第８３

条

社債の募集には取締役会の決議

が必要とされている（商法２９６

条）。委員会等設置会社において

は取締役会決議によりその権限を

執行役に委任することができる（株

式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律２１条の７第３項）。

b Ⅰ

社債の発行手続については，現在

作業中の会社法制の現代化（平成

１７年法案提出予定）にかかる法制

審議会等の議論において，機動的

な社債発行等の観点から，取締役

会の決議をもって，代表取締役に

対し，一定の範囲内で具体的な額

等の決定をすること，一定の期間

内で個々の発行時期についての決

定をすることを委任することを認め

る方向で検討を進めている。

ただし，社債の発行は，公衆に対す

るものでかつ多額・長期の借入れ

であるのが通常であり，慎重な手続

を要することから，取締役会の決議

を不要とすることには慎重であるべ

きであると考える。

①社債の発行手続については，機

動的な社債発行等の観点から，取

締役会の決議をもって，代表取締

役に対し，一定の範囲内で具体的

な額等の決定をすること，一定の期

間内で個々の発行時期についての

決定をすることを委任することを認

める方向で検討を進めているとのこ

とであるが、平成１７年までに結論

を出すことについて回答いただきた

い。

②要望者は「多額の借財」と同様

の取扱を求めている。貴省が取締

役会の決議を求める理由として、

「社債の発行は，公衆に対するもの

でかつ多額・長期の借入れである

のが通常である」ためとしている

が、社債発行額が少額である場合

等に限定して取締役会決議を不要

とすることの可否について、その理

由も含めて回答いただきたい。

b Ⅰ

①社債等の発行手続の見直しは、

会社法制の現代化の一環として検

討を進めているところ、会社法制の

現代化に係る法案は前回回答にも

記載したとおり平成１７年度に提出

する予定である。

②社債・短期社債の発行は、公衆

に対するものでかつ多額・長期の

借入れであるのが通常であること、

原則として社債管理会社の設置が

強制され、社債権者集会の制度が

法定されており、発行会社の負担

も多大であることにかんがみると、

その発行には慎重な手続を要する

ことから、「多額ノ借財」（商法第２６

０条第１項第２号）に該当しない通

常の借財と同列に取り扱うことはで

きない。

z0500013 金融庁、法務省
社債及び短期社債に関する取締役会で

の決議義務付けの見直し

商法第２９６条

社債等の振替に

関する法律第８３

条

社債の募集には取締役会の決議

が必要とされている（商法２９６

条）。委員会等設置会社において

は取締役会決議によりその権限を

執行役に委任することができる（株

式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律２１条の７第３項）。

b Ⅰ

社債の発行手続については，現在

作業中の会社法制の現代化（平成

１７年法案提出予定）にかかる法制

審議会等の議論において，機動的

な社債発行等の観点から，取締役

会の決議をもって，代表取締役に

対し，一定の範囲内で具体的な額

等の決定をすること，一定の期間

内で個々の発行時期についての決

定をすることを委任することを認め

る方向で検討を進めている。

ただし，社債の発行は，公衆に対す

るものでかつ多額・長期の借入れ

であるのが通常であり，慎重な手続

を要することから，取締役会の決議

を不要とすることには慎重であるべ

きであると考える。

①社債の発行手続については，機

動的な社債発行等の観点から，取

締役会の決議をもって，代表取締

役に対し，一定の範囲内で具体的

な額等の決定をすること，一定の期

間内で個々の発行時期についての

決定をすることを委任することを認

める方向で検討を進めているとのこ

とであるが、平成１７年までに結論

を出すことについて回答いただきた

い。

②要望者は「多額の借財」と同様

の取扱を求めている。貴省が取締

役会の決議を求める理由として、

「社債の発行は，公衆に対するもの

でかつ多額・長期の借入れである

のが通常である」ためとしている

が、社債発行額が少額である場合

等に限定して取締役会決議を不要

とすることの可否について、その理

由も含めて回答いただきたい。

b Ⅰ

①社債等の発行手続の見直しは、

会社法制の現代化の一環として検

討を進めているところ、会社法制の

現代化に係る法案は前回回答にも

記載したとおり平成１７年度に提出

する予定である。

②社債・短期社債の発行は、公衆

に対するものでかつ多額・長期の

借入れであるのが通常であること、

原則として社債管理会社の設置が

強制され、社債権者集会の制度が

法定されており、発行会社の負担

も多大であることにかんがみると、

その発行には慎重な手続を要する

ことから、「多額ノ借財」（商法第２６

０条第１項第２号）に該当しない通

常の借財と同列に取り扱うことはで

きない。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 13/48
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z0500013 金融庁、法務省
社債及び短期社債に関する取締役

会での決議義務付けの見直し
5039 50390006 11 社団法人 リース事業協会 6

社債及び短期社債に関する取締役会で

の決議義務付けの見直し

社債及び短期社債についても、商法上

はガバナンスの観点から「多額の借財」

の取扱いと同様に位置付けるべきであ

り、商品性のみに基づく取締役会決議の

義務付けは廃止されるべきである。

資本市場の拡大・活性化。

社債、短期社債について、包括決議で

の運用や、短期社債における商法296

条の特例により機動性を確保すべき措

置が講じられてはきているが、そもそも

他の調達手段と区別して取締役会決議

を義務付ける合理的な理由は乏しい。

銀行借入等他の調達と比較して企業の

資金調達の機動性を損なっているのは

事実であり、投資家保護の観点からは

証券取引法上の各種規定で十分。昨

年、法務省は「社債の発行手続の見直

しの要否は、他の資金調達手段との異

同等の観点から、会社法制の現代化に

係る議論の一環として検討されている。

この会社法制の現代化については、「規

制改革推進３か年計画（再改定）」（平

成15年３月28日閣議決定）において平

成17年を目途に法案提出予定とされて

いる。この予定を目標に法制審議会に

おいて検討されており、上記の閣議決

定されたスケジュールに従って検討を

行ってまいりたい。」と説明している。見

直しの方向で検討がなされることを要望

する。

z0500013 金融庁、法務省
社債及び短期社債に関する取締役

会での決議義務付けの見直し
5040 50400025 11 オリックス 25

社債及び短期社債に関する取締役会で

の決議義務付けの見直し

社債及び短期社債についても、商法上

はガバナンスの観点から「多額の借財」

の取扱いと同様に位置付けるべきであ

り、商品性のみに基づく取締役会決議の

義務付けは廃止されるべきである。

資本市場の拡大・活性化。

社債、短期社債について、包括決議で

の運用や、短期社債における商法296

条の特例により機動性を確保すべき措

置が講じられてはきているが、そもそも

他の調達手段と区別して取締役会決議

を義務付ける合理的な理由は乏しい。

銀行借入等他の調達と比較して企業の

資金調達の機動性を損なっているのは

事実であり、投資家保護の観点からは

証券取引法上の各種規定で十分。昨

年、法務省は「社債の発行手続の見直

しの要否は、他の資金調達手段との異

同等の観点から、会社法制の現代化に

係る議論の一環として検討されている。

この会社法制の現代化については、「規

制改革推進３か年計画（再改定）」（平

成15年３月28日閣議決定）において平

成17年を目途に法案提出予定とされて

いる。この予定を目標に法制審議会に

おいて検討されており、上記の閣議決

定されたスケジュールに従って検討を

行ってまいりたい。」と説明している。見

直しの方向で検討がなされることを要望

する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 14/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500014 金融庁、法務省
信託法第58条の見直し・信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設
信託法第５８条

信託法第５８条は，受益者が信託

利益の全部を享受する場合で，か

つ，やむをえない事情があるとき

は，受益者又は利害関係人の請求

により，裁判所が信託を解除できる

旨規定している。

信託宣言及びチャリタブル・トラスト

は，現行法上，認められていない。

ｂ Ⅰ

平成１６年中に法制審議会に信託

法の見直しに関する専門部会を設

置し，具体的な調査審議を進め，平

成１７年度中に信託法の改正につ

いての関係法案を国会に提出する

ことを目途として作業を行っていく

予定である。

信託法第５８条の見直し，信託宣言

やチャリタブルトラスト制度の創設

については，現行信託法制下にお

ける種々の問題点の把握や分析に

努めている段階であり，現時点では

検討の方向性は未定であるが，い

ずれも法制審議会における審議の

内容を踏まえて上記の関係法案提

出までには所要の結論を明らかに

する予定である。

①特定持分信託に関する信託宣言

やチャリタブル・トラスト制度の創設

について、信託法の見直しに関す

る検討状況を踏まえ、平成17年度

までに検討し、結論を得ることとの

可否について回答いただきたい。

②信託法58条の見直し、信託宣言

やチャリタブルトラストの創設につ

いての検討結果を踏まえ、平成17

年度に信託法案を提出することに

ついて回答いただきたい。

ｂ Ⅰ

①については，平成１７年度中に所

要の結論を得ることを目途として，

検討作業を進めていく予定である。

②については，平成１７年度中に信

託法の改正についての関係法案を

国会に提出することを目途として，

検討作業を進めていく予定である。

z0500014 金融庁、法務省
信託法第58条の見直し・信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設
信託法第５８条

信託法第５８条は，受益者が信託

利益の全部を享受する場合で，か

つ，やむをえない事情があるとき

は，受益者又は利害関係人の請求

により，裁判所が信託を解除できる

旨規定している。

信託宣言及びチャリタブル・トラスト

は，現行法上，認められていない。

ｂ Ⅰ

平成１６年中に法制審議会に信託

法の見直しに関する専門部会を設

置し，具体的な調査審議を進め，平

成１７年度中に信託法の改正につ

いての関係法案を国会に提出する

ことを目途として作業を行っていく

予定である。

信託法第５８条の見直し，信託宣言

やチャリタブルトラスト制度の創設

については，現行信託法制下にお

ける種々の問題点の把握や分析に

努めている段階であり，現時点では

検討の方向性は未定であるが，い

ずれも法制審議会における審議の

内容を踏まえて上記の関係法案提

出までには所要の結論を明らかに

する予定である。

①特定持分信託に関する信託宣言

やチャリタブル・トラスト制度の創設

について、信託法の見直しに関す

る検討状況を踏まえ、平成17年度

までに検討し、結論を得ることとの

可否について回答いただきたい。

②信託法58条の見直し、信託宣言

やチャリタブルトラストの創設につ

いての検討結果を踏まえ、平成17

年度に信託法案を提出することに

ついて回答いただきたい。

ｂ Ⅰ

①については，平成１７年度中に所

要の結論を得ることを目途として，

検討作業を進めていく予定である。

②については，平成１７年度中に信

託法の改正についての関係法案を

国会に提出することを目途として，

検討作業を進めていく予定である。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 15/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他

（特記事項）

z0500014 金融庁、法務省

信託法第58条の見直し・信託宣言

やチャリタブルトラストの制度の創

設

5039 50390010 11 社団法人 リース事業協会 10
信託法第58条の見直し・信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設

信託法58条の規定により、受益者が単

独の場合においては信託の解除リスク

があるため、証券化のスキーム上問題に

なることがある。信託法58条の改正を望

む。また、英米法における信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設を望

む。

証券化のスキーム上倒産隔離性が高く

税制上も優遇性が確保できるビークルと

して資産流動化法上の特定目的会社

（以下TMK）の制度があるがTMKへの出

資金を保有する者としては、いまだにケ

イマンSPCが使われることが多い。（特

定持分信託の制度は、左記の理由から

リーガル的には若干のリスクが残ると解

されており、複数のものを受益者にする

必要があるなど使い勝手が悪くなってし

まっている。）

上記の通り、英米法における信託宣言

やチャリタブルトラストに代わる仕組みと

して、資産流動化法上の特定持分信託

や中間法人が利用されることがあるが、

使い勝手などの理由からいまだにケイ

マンSPCが使われるケースが多い。信

託法の見直しなどを行うことで証券化の

仕組み上、より使い勝手がよく、低コスト

で国内完結しやすくなる制度の創設を望

む。昨年、同要望に対して金融庁及び法

務省から「ＳＰＣ法の特定持分信託に関

して、信託法第58条の特例を設けること

について検討し結論を得る。更なる信託

スキームの活用に資する商事（営業）信

託関連法制の見直しを行う。資産流動

化に際しての信託宣言の許容に関して

検討し結論を得る。」との回答があった。

早急な見直しを期待する。

z0500014 金融庁、法務省

信託法第58条の見直し・信託宣言

やチャリタブルトラストの制度の創

設

5040 50400009 11 オリックス 9
信託法第58条の見直し・信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設

信託法58条の規定により、受益者が単

独の場合においては信託の解除リスク

があるため、証券化のスキーム上問題に

なることがある。信託法58条の改正を望

む。また、英米法における信託宣言や

チャリタブルトラストの制度の創設を望

む。

証券化のスキーム上倒産隔離性が高く

税制上も優遇性が確保できるビークルと

して資産流動化法上の特定目的会社

（以下TMK）の制度があるがTMKへの出

資金を保有する者としては、いまだにケ

イマンSPCが使われることが多い。（特

定持分信託の制度は、左記の理由から

リーガル的には若干のリスクが残ると解

されており、複数のものを受益者にする

必要があるなど使い勝手が悪くなってし

まっている。）

左記の通り、英米法における信託宣言

やチャリタブルトラストに代わる仕組みと

して、資産流動化法上の特定持分信託

や中間法人が利用されることがあるが、

使い勝手などの理由からいまだにケイ

マンSPCが使われるケースが多い。信

託法の見直しなどを行うことで証券化の

仕組み上、より使い勝手がよく、低コスト

で国内完結しやすくなる制度の創設を望

む。昨年、同要望に対して金融庁及び法

務省から「ＳＰＣ法の特定持分信託に関

して、信託法第58条の特例を設けること

について検討し結論を得る。更なる信託

スキームの活用に資する商事（営業）信

託関連法制の見直しを行う。資産流動

化に際しての信託宣言の許容に関して

検討し結論を得る。」との回答が示され

た。早急な見直しを期待する。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 16/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500015 金融庁、法務省
信託受益権の有価証券化に関する法

規定の整備
－

現行信託法には，信託受益権の譲

渡に関する規定は存在しない。
ｂ Ⅰ

平成１６年中に法制審議会に信託

法の見直しに関する専門部会を設

置し，具体的な調査審議を進め，平

成１７年度中に信託法の改正につ

いての関係法案を国会に提出する

ことを目途として作業を行っていく

予定である。

信託受益権の有価証券化に関する

規定の整備については，現行信託

法制下における種々の問題点の把

握や分析に努めている段階であり，

現時点では検討の方向性は未定で

あるが，いずれも法制審議会にお

ける審議の内容を踏まえて上記の

関係法案提出までには所要の結論

を明らかにする予定である。

検討実施時期、現時点での方向性

につき、具体的に示されたい。
ｂ Ⅰ

平成１６年中に設置される法制審

の専門部会において，具体的な調

査審議を進め，平成１７年度中に信

託法の改正についての関係法案を

国会に提出することを目途として検

討作業を行っていく予定である。

現時点では，信託受益権の有価証

券化に伴う種々の問題点の把握や

分析に努めている段階であり，検討

の方向性は未定であるが，受益権

の譲渡の簡易化及び譲渡の効力

の強化の観点から，受益権の有価

証券化の規定を整備する必要があ

るとの指摘があることは十分承知し

ており，慎重に検討を進めていくこ

ととしたい。

z0500016 法務省 動産公示制度の確立について －

動産譲渡の対抗要件具備方法は，

民法上の引渡し（同法第１７８条）

のみであり，登記制度等の公示制

度は存在していない。また，リース

を登記等によって公示する制度は

存在していない。

ａ

ｃ
Ⅰ

現在，法制審議会動産・債権担保

法制部会において，動産譲渡を登

記によって公示する制度の創設を

検討しており，今年度中に関係法

案を国会に提出する予定である。こ

れにより，リース物件を含めた動産

の譲渡に係る公示制度が整備され

ることになる。

リースを登記等によって公示する制

度の創設については，リースという

特定の事業分野のみに適用される

制度の創設について民事基本法に

おいて対応することは適当ではな

く，制度の必要性・合理性，制度の

創設による弊害の有無等について

慎重な検討を要するものと考える。

リース取引は個人向け、事業者向

けを問わず広く行われており、リー

ス物件であることを明示する公示制

度の必要性はあると考えられるが、

リース物件に係る公示制度の創設

について検討することの可否につ

いて、改めて検討のうえ、回答され

たい。

ａ

ｃ
Ⅰ

リース物件に係る公示制度は、ユー

ザーの占有する動産等がリース業

者の所有に属していることを公示す

る制度を意味すると考えられるが、

民事基本法において対応すること

が適当でないことは先に述べたと

おりである。なお、リース業界の内

部においても、かかる制度の創設

については、どのリース業者がどの

ような動産をどのような顧客にリー

スしているのかという営業上の秘

密が競業他社に明らかになってしま

うことを懸念してこれに反対する意

見もあり、未だ意見の統一がみられ

ていないと聞いている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 17/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他

（特記事項）

z0500015 金融庁、法務省
信託受益権の有価証券化に関する

法規定の整備
5039 50390017 11 社団法人 リース事業協会 17

信託受益権の有価証券化に関する法規

定の整備

信託受益権が有価証券となるよう、信託

法に所要の規定を明記するとともに、証

券取引法上の有価証券とすること。つい

ては、現行の限定列挙主義を改め幅広

い概念規定を導入すること。

信託受益権発行企業にとって、資金調

達コストの軽減が図れる。

信託受益権の流通性、安全性が高ま

り、受益権の買い手が増加し、資産流

動化市場が活性化する。

z0500016 法務省 動産公示制度の確立について 5039 50390018 11 社団法人 リース事業協会 18 動産公示制度の確立について

動産譲渡の際の公示制度を整備し、そ

の後、リース物件の登記制度の検討を

行うこと。

資金調達の多様化、資産効率の向上に

資する。

動産譲渡の公示制度が整備されること

で、動産の証券化が推進される。また、

リース物件の登記制度が創設されること

により、安定的なリース取引が可能とな

る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 18/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500017 法務省
流動化に関する債権譲渡にかかる法

整備

現行破産法第７２

条

民事再生法第１２

７条第１項

会社更生法第８６

条第１項

現行破産法７２条等に該当する場

合には，否認の対象となる。
ａ Ⅰ

平成１６年通常国会で成立した「破

産法」及び「破産法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律」に

おいては，破産手続，更生手続及

び再生手続における否認の要件を

整備するとともに（新破産法第１６０

条～第１６２条等），財産の適正価

格による売却については否認の対

象となる行為を悪質な場合に限定

する等，否認の要件について合理

的な基準を設ける改正を行い，こ

れらの法律を平成１７年１月１日に

施行する予定である。

z0500018 全省庁
国・地方自治体向け金銭債権の証券化

に係る債権譲渡禁止特約の解除
－

法務省が民間機関と締結する物品

の購入や賃貸借の契約について

は，債権譲渡禁止特約の条項が盛

り込まれている。ただし，信用保証

協会及び金融機関に対する売掛債

権の譲渡については解除されてい

る。

c －

譲渡禁止特約を全面的に解除する

ことにより，正当な債主が判らずに

対価の支払が遅延する等の支障が

生ずることが考えられる。したがっ

て，このような支障が発生しないた

めの仕組みが確立されない段階に

おいては，譲渡禁止特約の全面的

な解除は困難である。

①要望者から下記のとおり意見が

提出されていることを踏まえ、譲渡

禁止特約の解除の対象となる契約

及び譲渡対象者（特別目的会社、

特定債権等譲受業者等を含む）の

更なる拡大の可否について、その

理由も含めて、回答いただきたい。

②　①の検討を踏まえ、平成17年

度までに措置することの可否につ

いて、その理由も含めて、回答いた

だきたい。

(要望者再意見）

「資産流動化のため、早急に債権

譲渡禁止特約の解除の対象となる

契約（リース契約等）及び譲渡対象

者の拡大（特別目的会社、特定債

権等譲受業者等）を望む（なお、経

済産業省においては本年7月から

譲渡対象者の拡大が行われてい

る）。また、各省庁によって対応が

異なっており（措置済み、検討中、

対応可、対応不可）、前述の要望

が実現される形での統一的な対応

が望まれる。なお、一部の省庁の

回答では｢売掛債権担保融資制度｣

を利用する場合における譲渡禁止

特約の解除を行ったことをもって、

本要望に対する回答を｢現行法制

で対応可」等との回答があるが、前

述の要望趣旨を踏まえ、再度の回

答が望まれる。」

ｂ －

前回の回答（譲渡禁止特約を全面

的に解除することにより，支払遅延

が発生しないための仕組みが確立

されない段階においては，譲渡禁

止特約の全面的な解除は困難）を

維持するが，経済産業省が実施し

ている債権譲渡禁止特約の部分解

除拡大に係る取り組みについて

は，当省においても，実施の可否を

検討することとしたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 19/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他

（特記事項）

z0500017 法務省
流動化に関する債権譲渡にかかる

法整備
5039 50390021 11 社団法人 リース事業協会 21

流動化に関する債権譲渡にかかる法整

備

債権の譲渡者が法的整理にて経営破綻

をきたした場合、破綻前に行われた債権

の譲渡が詐害行為として否認される可

能性があるが、この点について倒産隔

離法制の整備を図ってほしい。

流動化による資金調達において、債権

譲渡が合理的な基準によらず否定され

るならば市場そのものが縮小することも

ありうるため、譲渡について法的サポー

トの検討が必要である。

z0500018 全省庁

国・地方自治体向け金銭債権の証

券化に係る債権譲渡禁止特約の解

除

5039 50390022 11 社団法人 リース事業協会 22
国・地方自治体向け金銭債権の証券化

に係る債権譲渡禁止特約の解除

経済産業省などの一部の国の機関にお

いては、債権譲渡禁止特約の解除が行

われているが、すべての国の機関及び

地方自治体においても速やかに債権譲

渡禁止特約を解除すること。

企業の資金調達の円滑化が図られる。
債権譲渡禁止特約が資産流動化の適

格要件の障害となっている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 20/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500019 法務省 破産法第59条の見直し

現行破産法第５９

条第１項

民事再生法第４９

条第１項

会社更生法第６１

条第１項

賃貸人が破産した場合，破産管財

人等は，破産法，民事再生法又は

会社更生法上認められた特別の解

除権を行使して，賃貸借契約を解

除することができるものとされてい

る。

ａ Ⅰ

平成１６年通常国会で成立した「破

産法」及び「破産法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律」に

おいては，賃借権を第三者に対抗

することができるときには，破産管

財人等に特別の解除権は認めない

こととし（新破産法第５６条等），こ

れらの法律を平成１７年１月１日に

施行する予定である。

z0500020
警察庁、金融庁、

法務省

詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的

整備
出資法１条，２条

出資法は，「何人も，不特定且つ多

数の者に対し，後日出資の払いも

どしとして出資金の全額若しくはこ

れをこえる金額に相当する金銭を

支払うべき旨を明示し，又は暗黙

のうちに示して，出資金の受入をし

てはならない。」と定めるとともに

（同法１条），「業として預り金をす

るにつき他の法律に特別の規定あ

る者を除く外，何人も業として預り

金をしてはならない。」と定め（同法

２条１項），これらに違反した者に

は，３年以下の懲役若しくは３００万

円以下の罰金，又はその併科の罰

則がある（同法８条２項１号）ほか，

両罰規定が設けられている（同法９

条１項２号）。なお，同法２条１項に

いう「他の法律」には，銀行法，長

期信用銀行法等がある。

ｃ －

「不特定多数の者に対し，後日全額若し

くはこれをこえる金額を金額を払い戻

す旨明示又は黙示して，出資金の受入」

をすることは，出資金の本質と相反する

ものであって，出資者に誤解を与える危

険性が高く，これを一般的に許容した場

合，一般大衆に不測の損害を与える危

険が多分にある。

出資法２条の「預り金」については，その

意義が法律上規定されており，その概念

が不明確であるとは言い難いし，また，

これを無条件に許容した場合，一般大

衆に不測の損害を及ぼすばかりでなく，

ひいてはこれら大衆と取引関係に立つ

者まで次々に被害を拡大して，社会の

信用制度と経済秩序を攪乱するおそれ

がある。また，同条は，業としての「預り

金」を全面的に禁止しているものではな

く，処罰の対象から，「業として預り金を

するにつき他の法律に特別の規定のあ

る者」を除いており，必要な担保制度な

ど一般大衆に損害を及ぼさない手当が

なされていれば，法律により預り金の禁

止を解除することができる。

いずれにせよ，この問題は広く金融行

政にかかわる事柄であり，また，出資法

１条及び２条が，詐欺的金融犯罪の取締

り等に大きな役割を果たしている現状

にかんがみると，現時点では，法務省に

おいて，直ちに出資法１条を廃止する

などの措置を講じることは困難である。

①要望者は、出資法の規制によっ

て金融商品の多様化が阻まれてい

ることから、一般大衆が不測の損

害を蒙ることを防止するための新た

な規制(詐欺的金融販売の取締制

度）を設けることを提案しており、

要望の趣旨に沿った回答をいただ

きたい。

②エスクロー事業が出資法に抵触

するか否かについて、明確化するこ

との可否について、その理由も含め

て回答いただきたい。

c －

第１条関係

　出資金は出資元本が保証されないことを本

質とするものであるため、当該払戻しが実行

不能に陥った場合、安全であると誤信して出

資した一般大衆が不測の損害を被ることを防

止する趣旨から、これを撤廃することは困難

である。

第２条関係

　業としての「預り金」を一般的に禁止してい

るが，全面的に禁止されているわけではなく、

他の法律に特別の規定ある者については預

り金を受け入れることができる。従って、出資

法において現状以外の新たな規制を設ける

ことは不要と考える。

　また、預金の受入れまがいの脱法行為を厳

正に取り締まる必要があることから、現行の

規定が必要且つ適切であると考えられる。

　なお，出資法２条の禁止に該当する行為の

うち，特に許容すべき合理的なものがあるの

であれば，別途，他の法律の整備によって対

応すべきものであって，出資法の改正による

ことは適当でない（例，銀行法，信託業法，農

業協同組合法等）。

　エスクロー事業という個別の事業が出資法

に抵触するか否かについては、それぞれ個

別の事業の内容によるのであり，また，最終

的には裁判所が判断するものであることか

ら，ここで回答することは困難である。

　一般的には，出資法２条は，業としての預り

金をする行為を，他の法律に特別の規定が

ない限り禁止しているものである。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 21/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助
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要望主体名
要望

事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他

（特記事項）

z0500019 法務省 破産法第59条の見直し 5039 50390031 11 社団法人 リース事業協会 31 破産法第59条の見直し

破産法第59条の規定は、賃借権の他、

その他の使用及び収益を目的とする権

利を設定する契約についても、相手方

が当該権利について、登記・登録その

他の第三者に対抗する要件を備えてい

るときは適用しない旨とすべきである。

オペレーティング・リース料債権の流動

化の促進

破産法第59条の規定がオペレーティン

グ・リース料債権流動化の阻害要因と

なっている。オリジネーターの法的破綻

時に、同債権が双方未履行の双務契約

とみなされた場合、管財人等は破産法

第59条に基づき、契約の履行または解

除を選択することが可能となり、それ以

降のリース料の支払を受けることができ

なくなるため、流動化が困難となってい

る。

z0500020
警察庁、金融

庁、法務省

詐欺的金融犯罪の取締制度の抜

本的整備
5040 50400006 11 オリックス 6

詐欺的金融犯罪の取締制度の抜本的

整備

出資法１,２条の立法論的妥当性を検討

し、過剰規制を廃して、詐欺的金融犯罪

の取締制度を改めて整備するべきであ

る。<＊1>【参考】「1999/7金融審議会

第一部会中間整理(第一次)」東大･神田

教授意見発表資料『いわゆる悪質商品

の取扱いをどうすべきかという問題があ

る。この点については、我が国における

これまでの歴史に鑑みると、その対応等

の面において類型的に別物として取

扱ってきた面もあるので、基本的方向性

としては、金融関連の詐欺的行為を禁

止する法律を制定し、そちらで取締るこ

とを検討することが望ましい（現在では、

いわゆる出資法で一部取締りが可能で

あるが、出資法のように預り金を一律に

禁止するような法律は、その立法論的な

妥当性につき再検討する必要があ

る）。』

・例えば、匿名組合契約による出資受入

などにおいて、出資金の全部または一

部について営業者が保証する。・エスク

ロー事業（二当事者の取引のクロージン

グにあたり、第三者が資金を預かって管

理することにより、取引上の危険を転換

して取引を円滑にするもの）<＊2>

・1条は、そもそも全面禁止されるべきものではな

い。出資者の認識と保証者の支払能力の問題であ

り、不当表示規制や金融商品販売規制として整理さ

れるべきではないか。・金融庁は、「安全であると誤

信して出資した一般大衆が不測の被害を被ることを

防止する趣旨」とし、法務省は、「誤解を与える危険

性が高く、これを一般的に許容した場合、一般大衆

に不測の損害を与える危険が多分にある」とする。

しかし、誤信によるものであれば、誤信しないように

表示、説明をさせるという規制であるべきであろう。

また、誤解を与える危険が多分にあるというのも、

決して難しい話ではないのであって、おかしい。これ

を全面的に禁止し、仮に被害が発生していない場合

でも３年以下の懲役という重い刑罰の対象となると

いうのは、果たして制度として妥当であるといえるの

であろうか。・2条は、預り金の概念が曖昧あるいは

広すぎる。刑罰があり、罪刑法定主義の観点から妥

当性に疑問ある。<＊3>・法務省は、「その意義が

明確に規定されており、その概念が不明確であると

は言い難い」とするが、預金と同様の経済的性質を

有するものということの解釈の幅は相当広い。ま

た、「無条件に許容した場合、一般大衆に不測の損

害を及ぼす」というのも、１条と同様に騙しによって

起こっている問題である。・戒厳令型･前時代的処

罰法規は、金融取引その他サービスの発展に目に

見えにくいが悪影響を及ぼしている。・｢金融サービ

ス法｣等の金融関連法制と出資法との係わり合い、

適用関係等が、経済社会情勢の進展に対応し、そ

の発展に貢献するものとなるよう、引き続き制度整

備の努力をしていくことが必要である。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 22/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状
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措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500021
法務省、経済産業

省

有限責任組合制度の整備／取得財産

の限定の廃止

中小企業等投資

事業有限責任組

合契約に関する法

律（現：投資事業

有限責任組合契

約に関する法律）

第３条第１項

中小企業等投資事業有限責任組

合契約に関する法律（現：投資事業

有限責任組合契約に関する法律）

第３条第１項において，投資対象範

囲が限定されている。

ｃ Ⅰ

第一義的には中小企業等投資事

業有限責任組合契約に関する法律

（現：投資事業有限責任組合契約

に関する法律）の所管官庁におい

て判断されるべき事項であるが，当

該所管省庁において，仮に，投資

事業組合の対象財産を拡大するこ

との検討の必要があることとされた

場合には，その内容が明らかになっ

た時点において適切に対処するこ

ととしたい。

要望者は「投資ビークルの法制で

あるから、「社債、金銭債権の取

得、金銭の貸付」の追加に留まら

ず、対象資産の制限を設けない、

純粋なビークル法制とするべき」と

主張しており、たとえば、本組合が

不動産を取得できないことから、事

業者の保有する不動産の流動化に

本組合を活用することができないと

いう不都合があるのことである。

本法の目的が｢事業者への円滑な

資金供給」であることに鑑み、更な

る対象範囲の拡大の可否について

改めて検討のうえ、回答されたい。

ｃ Ⅰ

第一義的には中小企業等投資事

業有限責任組合契約に関する法律

（現：投資事業有限責任組合契約

に関する法律）の所管官庁におい

て判断されるべき事項であるが，当

該所管省庁において，仮に，投資

事業組合の対象財産を拡大するこ

との検討の必要があることとされた

場合には，その内容が明らかになっ

た時点において適切に対処するこ

ととしたい。

z0500022 金融庁、法務省
「社債等の振替に関する法律」一部改

正要望

社債等の振替に

関する法律第６６

条第１項

短期社債の要件として総額引受が

必要とされている（社振法第６６条

第１項）。

短期社債については，社債申込証

は不要である（商法第３０２条）

b Ⅰ

社債の発行手続については，現在

作業中の会社法制の現代化（平成

１７年法案提出予定）にかかる法制

審議会等の議論において，その見

直しの要否等について検討中であ

り，短期社債の要件についても，社

債の発行手続についての検討を踏

まえつつその見直しの要否等の検

討を進めている。

回答では、要望について「検討中」

ということであるが、①実施の可否

についての方向性②結論の実施時

期について、示されたい。

b Ⅰ

①会社法制の現代化において、社

債発行手続の迅速化・簡易化が進

めば、短期社債の要件の見直しも

可能である。

②要件の見直しをするか否かは不

確定であるが、見直しを行うとすれ

ば、前回回答にも記載したとおり会

社法の現代化（平成１７年に法案提

出予定）と同時期に行う予定であ

る。
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z0500021
法務省、経済産

業省

有限責任組合制度の整備／取得

財産の限定の廃止
5040 50400010 11 オリックス 10

有限責任組合制度の整備／取得財産

の限定の廃止

「中小企業等投資事業有限責任組合

法」の改正により、投資対象範囲の中小

企業・未公開企業要件が撤廃され、株

式等に加え「社債、金銭債権の取得、金

銭の貸付」が認められた。しかし、投資

ビークルの法制であるから、「社債、金

銭債権の取得、金銭の貸付」の追加に

留まらず、対象資産の制限を設けない、

純粋なビークル法制とするべき。

有限責任組合により、不動産、動産を取

得する。

・責任の有限性を担保するための制度

の整備の必要性は、投資対象の相違に

よって異なるものではなく、ビークル法制

で投資対象を制限すべき理由はない。

(米国にはこのような制限はないことも考

慮すべきである。）

・投資は、いろいろな規模、対象物等が

あって、投資の組成はそれに見合った法

的構成を選択できることが望ましい。合

資会社を利用すべしというのはニーズに

合わない。

・経済活性化のためにリスクマネーを投

資に向かって動きやすくすることが重要

である。投資スキームのためのビークル

法制を整備し、法的な安定を与えること

が重要であり、リミッテッド・パートナー

シップ法の整備を要望する。

z0500022 金融庁、法務省
「社債等の振替に関する法律」一部

改正要望
5040 50400039 11 オリックス 39

「社債等の振替に関する法律」一部改正

要望

社振法における「短期社債」の要件見

直し

　社振法第66条1項イにおいて

　「契約により社債の総額が引受けられ

るものであること」が短期社債の要件の

ひとつとして挙げられている。

【要望内容】

　上記要件の削除および短期社債にお

ける「社債申込証」の取得不要措置

ダイレクトＣＰの公募発行の普及および

発行手続の簡素化

社債発行の際、商法により社債申込証の作成が必要とされ

ているが、商法302条において「契約ニヨリ社債ノ総額ヲ引受

クル場合ニハ之ヲ適用セズ」と規定されている。短期社債の

機動的な発行を担保するため（申込証の作成を不要とするた

め）、立法の過程で「（商法における）総額引受」を短期社債

の要件としたものと考えらるが、実務において円滑な発行を

妨げる要因となり得るため当該要件の削除を希望するもので

ある。

　短期社債の「募集」という証取法上の扱いと「総額引受」要

件の整合性

　発行登録制度において、証取法第23条の8第2項は、「短期

社債の募集」の場合には、一定の条件を充たせば通常必要

とされる「追補書類」の提出が不要とされている。一方社振法

において短期社債は「総額引受」が要件とされているが、こ

の「総額引受」は一般的には「公募」と対立する概念と考えら

れる。それによる弊害は、ダイレクトＣＰを発行体自らが募集

（公募）を行なおうとする場合に起こり得る。

社振法及び証取法の関連法令が予定している「短期社債の

募集」の発行形態は、発行体が引受人であるディーラー・投

資者毎に短期社債の発行条件を交渉することとし、両者が

合意する都度投資者による短期社債の引受があり、かつ発

行体による短期社債の発行があるという形態と考えられてい

るため、発行実務においても、ディーラー・投資者毎に別個

の総額引受契約を取り交わす煩雑さが発生している。とりわ

けダイレクトＣＰの公募発行においては、一般債の公募にお

ける引受人（アンダーライター）が存在しないため、「発行総

額」を確定させたうえで投資者の募集を行うことは事実上不

可能である（ディーラーが一旦総額を引受ける公募発行にお

いてはこの問題は生じない）。一方、「総額」が確定しないこと

による弊害は、予定していた調達額に募集金額が満たない

ケースが想定されるが、それは発行体のリスクであり、発行

体がそのリスクを承知で募集を行うのであれば特段問題はな

いものと思われる。一律の条件で投資者への勧誘を行えず、

個別投資者毎に条件を設定して発行（引受）を行うという行為

は非効率的であり、公募発行の利点を生かせない。この点は

大きな弊害であり早急に改善が必要な点と考える。

発行したＣＰが「総額引受」でないという理由で社振法上の

「短期社債」と見なされなくなると、普通社債同様社債原簿の

作成や社債管理会社の設置が必要となり、実務上発行は不

可能となる。短期社債の発行の機動性を担保（短期社債の適
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z0500023 法務省
事業向け融資における個人保証の見

直し

民法第４４６条～

第４６５条

事業向け融資における個人保証を

制限するような民事上の措置は存

在しない。

a Ⅰ

事業向け融資における個人保証を

一定の場合に禁止することは，事

業資金の円滑な調達を阻害するお

それがあるため措置困難であるが，

根保証契約について保証人が過大

な責任を負うこととなる場合がある

などの問題点が指摘されているこ

とを踏まえ，法制審議会において，

保証制度の見直しについての検討

を行っており，平成16年度中に結

論を得て，関係法案を国会に提出

する予定である。

個人保証を規制する法律はない

が、事実上の与信慣習として、わが

国では無限責任でもある個人保証

が常識化している。この慣習が新

規事業の活性化、起業家精神強化

にむけて、規制以上の足枷となって

いる面もある。新規事業や、設備投

資に対するファイナンスを厳格に審

査し、事業家と金融主体が適切に

リスクシェアする競争基盤構築のた

めにも、要望の実現について、改め

て検討されたい。

a Ⅰ

事業向け融資における個人保証を

一定の場合に禁止する（契約無効

とする）という民事上の措置を講ず

ることは，事業資金の円滑な調達

を阻害するおそれがあり，過度に強

力な規制を行うことになるため，措

置困難であるが，法務省において

は，事業向け融資における個人保

証の在り方という点を含めて，民事

基本法を所管する立場から保証制

度の見直しについての検討を行っ

ており，平成16年度中に結論を得

て，関係法案を国会に提出する予

定である。

z0500024 法務省 単元未満株主の共益権 商法第２１１条
単元未満株式にも一定の共益権が

付与されている。
b Ⅰ

単元株制度については，現在作業

中の会社法制の現代化（平成１７

年法案提出予定）にかかる法制審

議会等の議論において会社法制の

現代化に係る議論の一環として総

合的に検討を進めているところであ

り，単元未満株主の有すべき権利

については，原則として，現行法の

単元未満株主の有する権利と同一

のものとしつつ，共益権について

は，定款でその制限をすることがで

きるものとする方向で検討を進めて

いる。

１７年度までの実施の可否につき

（否であれば具体的実施時期につ

いて）示されたい。

b Ⅰ

単元株制度の見直しは、会社法制

の現代化の一環として検討を進め

ているところ、会社法制の現代化に

係る法案は前回回答にも記載した

とおり平成１７年度に提出する予定

である。
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z0500023 法務省
事業向け融資における個人保証の

見直し
5044 50440004 11

慶應義塾大学ビジネスス

クール許斐研究室
4

事業向け融資における個人保証の見直

し

事業向け融資において個人に責任を負

わせる保証制度の範囲を制限する

新規開業の促進と一度事業に失敗した

起業家への再挑戦の道を開くことで国

際競争力の原動力となる起業意欲の向

上を図るため。流動資産、特に売掛債権

や受取手形については、銀行は担保に

取得しているケースが多い。それにも拘

わらず、銀行が個人保証を徴求すること

は、2重に保全を図ることとなり、債務者

にとって極めて不利な状況と言わざるを

得ないため、そのような弱者（ベンチャー

ビジネス）不利の状態は改善する必要

がある。また、売掛債権、受取手形は、

一般的には債権回収可能性は高いこと

から、2重保全の必要性はないものと考

える。従って、金繰り償還すべきである

運転資金は、個人保証は徴求せず、収

益償還すべき設備資金のみは、その保

全性＝債権回収性の難しさに鑑み、個

人保証はやむを得ないものと考える。

ベンチャー企業、中小零細企業は、販売

先・仕入先とのパワーバランスが弱い立

場にあるため、運転資本が肥大化する

傾向にあり、その資金調達は企業活動

の生命線である。一方で、流動資産であ

る、現預金、売掛債権などは回収可能

性が高く、銀行などは、それらを担保取

得していることが多いことから、流動資

産の範囲内においては、借入金に個人

保証を徴求すべきではない。

z0500024 法務省 単元未満株主の共益権 5048 50480005 11
社団法人　日本自動車工業

会
5 単元未満株主の共益権

従来（単位株制度）と同様に、単元未満

株主の共益権はないものとすべき。

平成13年6月の商法改正により単位株

制度が単元株制度に置き換えられた

が、これに伴い単元未満株主にも共益

権が付与されることとなった。

「単位株制度」の導入（昭和56年改正）

時に、単位未満株主については、端株

主と同様に共益権は付与されないもの

とされたが、これを置き換えたとする「単

元株制度」において、単元未満株主にも

共益権があるように変更しなければなら

ない合理的な理由はない。
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z0500025 法務省
子会社による親会社株式保有規制の

撤廃
商法第２１１条の２

子会社による親会社の株式の取得

は原則として禁じられている。
b Ⅰ

子会社による親会社株式の取得規

制については，現在作業中の会社

法制の現代化（平成１７年法案提

出予定）にかかる法制審議会等の

議論において会社法制の現代化に

係る議論の一環として総合的に検

討を進めているところであるが，子

会社による親会社株式の取得は，

資本の維持を害すること，株主相

互間の不公平を生ずることなどの

弊害が生ずる危険性があるところ，

自己株式の取得と同様に財源規制

及び手続規制等の制約を設ける等

の措置を講じた上で認めるにして

も，別法人である親子会社間にお

いてそのような措置を講ずるには解

決困難な技術的・実務的問題が存

在することから，その見直しには慎

重であるべきであると考える。

貴省の回答における「解決困難な

技術的･実務的課題」を明らかにさ

れたうえ、当該課題を含め、子会社

による親会社の株式取得規制の緩

和について、平成17年度までに検

討し、結論を得ることについて、そ

の理由も含め回答されたい。

b Ⅰ

子会社による親会社株式の取得規

制の見直しのためには、子会社に

ついて、自己株式の取得と同様の

財源規制・手続規制等の措置とし

て、親会社及び当該親会社の他の

子会社等を含めた財源規制を設け

ること等を検討する必要があるが、

これについては、別法人にまたがる

そのような規制を設けること自体が

規制の性質上困難であり、特に親

会社における他の会社の株式の保

有状況が絶えず変動することから

子会社にとってその財源規制の基

礎となる財務状況を判断すべき他

の会社の範囲の確定が困難である

という問題、子会社が他の会社の

財務状態について知ることが容易

ではないことから、当該子会社にお

いて課される財源規制の内容を把

握することが困難であるという問題

等がある。このような問題に鑑み、

その見直しには慎重にならざるを得

ず、平成１７年度までに結論を得る

ことは困難である。

z0500028 法務省
特定持分信託利用促進のための信託法

５８条の見直し
信託法第５８条

信託法第５８条は，受益者が信託

利益の全部を享受する場合で，か

つ，やむをえない事情があるとき

は，受益者又は利害関係人の請求

により，裁判所が信託を解除できる

旨規定している。

ｂ Ⅰ

平成１６年中に法制審議会に信託

法の見直しに関する専門部会を設

置し，具体的な調査審議を進め，平

成１７年度中に信託法の改正につ

いての関係法案を国会に提出する

ことを目途として作業を行っていく

予定である。

信託法第５８条の見直しについて

は，現行信託法制下における種々

の問題点の把握や分析に努めてい

る段階であり，現時点では検討の

方向性は未定であるが，いずれも

法制審議会における審議の内容を

踏まえて上記の関係法案提出まで

には所要の結論を明らかにする予

定である。

要望者は、信託法58条の適用が明

らかでないことから、特定持分信託

の制度主旨が充分に活かされてい

ないと主張しており、当該主張を踏

まえ、平成17年度までに特定持分

信託について信託法58条の例外を

設けることについて、改めて検討の

うえ、回答されたい。

ｂ Ⅰ

平成１６年中に法制審議会に信託

法の見直しに関する専門部会を設

置し，具体的な調査審議を進め，平

成１７年度中に信託法の改正につ

いての関係法案を国会に提出する

ことを目途として作業を行っていく

予定である。

信託法第５８条については，現行信

託法制下における種々の問題点の

把握や分析に努めている段階であ

り，現時点では検討の方向性は未

定であるが，特定持分信託制度と

の関係で問題があるとの指摘があ

ることは十分承知しており，慎重に

検討を進めていくこととしたい。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 27/48
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z0500025 法務省
子会社による親会社株式保有規制

の撤廃
5048 50480006 11

社団法人　日本自動車工業

会
6

子会社による親会社株式保有規制の撤

廃
規制を撤廃すべき。

自己株式の取得については、平成１３年

１０月１日施行の改正商法により、一定

の財源規制の下で自由にできるものとさ

れたが、「子会社による親会社株式保有

規制」については、見直しが行われてい

ない。

子会社による親会社株式の取得は、自

己株式の取得と同一視でき、これを認め

ると自己株式取得の手段として利用さ

れるとの考え方から禁止されていたもの

であり、従って、自己株式の取得が原則

自由とされた以上、「子会社による親会

社株式保有規制」が残っているのは不

合理である。

z0500028 法務省
特定持分信託利用促進のための信

託法５８条の見直し
5057 50570001 11 社団法人  全国信販協会 1

特定持分信託利用促進のための信託法

５８条の見直し

バンクラプシーリモートのＳＰＣを創設す

るための手段としては、ケイマンＳＰＣ、

中間法人、資産流動化法に定められる

特定持分信託（日本版ケイマン）の利用

が考えられる。このうち、法的、税務的に

最も安定している制度は特定持分信託

であるが、実行例は現状２、３件程度で

ある。これは、信託法５８条（受益者が１

人の場合には信託を解除できる旨を定

めている）が、特定持分信託の効果を損

なわしめる可能性があると思われる。資

産流動化法の特定持分信託に関して信

託法５８条の適用がない旨明確にしてい

ただきたい。

債権流動化市場の更なる発展のため。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 28/48
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z0500029 法務省
サービサー法の特定金銭債権の範囲

の拡大

債権管理回収業

に関する特別措置

法第２条第１項，

第１８条第５項

債権管理回収業

に関する特別措置

法施行令第１条～

第３条

①債権回収会社の取り扱うことの

できる対象債権は一定の範囲に限

定され，「特定金銭債権」と定義さ

れている。

②債権回収会社は，特定金銭債権

に係る債務であって，利息制限法

の制限を超える利息又は賠償額の

支払いの約定がなされている債権

については，制限利息・賠償額に

引き直すことにより，元利金を含め

て請求することができる。

①②b

①ⅠⅡ

②ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

①②　債権管理回収業に関する特

別措置法附則第７条において，こ

の法律の施行後５年を目途として，

この法律の実施状況等を勘案しつ

つ検討が加えられるものとされてお

り，本年が施行後５年目に当たるこ

とから，ユーザー等からのヒアリン

グ等の調査を行い，実情・ニーズの

把握に努めているところである。

※債権管理回収業に関する特別措

置法の実施に係る事務ガイドライ

ン

①②について、サービサー法の改

正についての具体的な方向性およ

び時期について示されたい。

①②b

①ⅠⅡ

②ⅠⅢ

及び事

務ガイ

ドライ

ン（※）

　前回の回答のとおり，現在，ユー

ザー等からのヒアリング等の調査を

行い，実情・ニーズの把握に努めて

いるところであり，現段階で，サー

ビサー法の改正についての具体的

な方向性及び時期を示すことは困

難である。

z0500004 法務省
海外事業会社従業員の研修における

実務研修時間の規制緩和

出入国管理及び

難民認定法第七

条第一項第二号

の基準を定める省

令の表の「研修」

の項

研修に実務研修が含まれている場

合においては，当該実務研修を受

ける時間が研修を受ける時間全体

の２／３以下である必要がある。

ｃ －

実務研修は報酬を受けることなく，

かつ，学ぶことを目的として行われ

る活動であるが，外見的には就労

活動と類似することがあることか

ら，実務研修を研修時間全体の２

／３以下とし，非実務研修において

により，基礎的知識を身に付けるこ

とにより，実務研修を含んだ研修全

体が適正かつ効果的なものとなる

ことを確保するものである。

当該措置を緩和することは，適正

かつ効果的な研修の実施を困難と

し，また，研修制度を単純労働者の

受入れ制度として悪用する事例を

助長しかねないことから，このよう

な措置を講ずることは困難である。

なお，法務大臣が告示をもって定め

る一定の要件に該当する場合に

は，実務研修の割合を３／４又は４

／５以下に緩和する措置を採って

いる。

開発途上国等への貢献等の観点

から、当該制度の悪用防止等を踏

まえ、再度検討されたい。

ｃ －

当該措置を緩和することは，適正

かつ効果的な研修の実施を困難と

し，また，研修制度を単純労働者の

受入れ制度として悪用する事例を

助長しかねないことから，このよう

な措置を講ずることは困難である。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 29/48
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z0500029 法務省
サービサー法の特定金銭債権の範

囲の拡大
5057 50570002 11 社団法人  全国信販協会 3

サービサー法の特定金銭債権の範囲の

拡大

① サービサーへの取扱債権が大幅に

拡大され、不良債権処理の体制整備、

流動化市場の拡大のため、取扱債権の

対象範囲の大幅な拡大をしていただき

たい。

② 貸金債権における利息制限法による

引直し再計算の範囲の見直し：ノンバン

クの有する利息制限法を超える貸金債

権は、特定金銭債権であるが、現状、貸

金業規制法４３条の適用の有無に拘ら

ず、当初からの利息制限法許容利率で

の引き直し再計算とその記録がなけれ

ば取扱が禁止されている点の見直しを

検討していただきたい。

弁護士法７２条、７３条の特例たる債権管理回

収業に関する特別措置法（サービサー法）

は、日本経済再生のための金融機関の持つ

不良債権の早期処理のためという目的から、

債権の回収受託、譲受できる金銭債権の範

囲が限定されている。　クレジット業界が保有

する債権の大部分をサービサーが取扱可能

となったものの、クレジットカードキャッシング

債権については、クレジット会社からサービ

サーへの当該債権のアウトソーシングが未だ

進んでいない状況にある。　また、一般の売

掛債権や公共料金、税金等も取扱債権となっ

ていない（集金代行業務の兼業承認により支

払案内義務はできるものの、活動範囲はかな

り限定されている）ため、サービサーの活動

範囲が広がらない要因となっている。

z0500004 法務省
海外事業会社従業員の研修にお

ける実務研修時間の規制緩和
5028 50280011 11 社団法人　関西経済連合会 11

海外事業会社従業員の研修における実

務研修時間の規制緩和

海外から研修生を受け入れる場合、実

務研修を受ける時間が全研修時間の３

分の２以下で

あることが条件となっているが、本邦法

人の関係会社から研修生を受け入れる

場合には、

この条件を緩和することを要望する。

海外事業会社の従業員研修を効率的に

行う上で支障があるため。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 30/48
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z0500007 法務省
人権擁護委員の推薦に係る国籍条項

の撤廃

人権擁護委員法

第６条第３項

公職選挙法第９条

第２項

人権擁護委員法第６条第３項で

は，市町村長が法務大臣に対して

推薦する人権擁護委員の候補者

は，当該市町村の議会の議員の選

挙権を有する住民であることを要件

の一つとしているが，公職選挙法

第９条第２項は，地方公共団体の

議会の議員の選挙権を有する者は

日本国民と規定していることから，

市町村長が推薦する委員候補者

は，日本国籍を有する者に限られ

る。

ｂ Ⅰ

平成１４年３月に国会に提出した

「人権擁護法案」は，外国人の中か

らも適任者を人権擁護委員に選任

することを可能とするため，市町村

長が法務大臣に対して推薦する人

権擁護委員の候補者は，当該市町

村の議会の議員の選挙権を有する

住民でなければならないという要件

を撤廃していたが，同法案は昨年１

０月，衆議院の解散により廃案と

なった。

現在，同法案の再提出を目指して

検討しているところである。

人権擁護委員の国籍要件の撤廃

を含めた人権擁護法案について、

現在同法案の再提出を目指して検

討中とのことであるが、具体的な提

出予定時期等について示された

い。

ｂ Ⅰ

人権擁護法案については，再提出

を目指して検討中であるが，現段

階において具体的な提出時期につ

いて示すことはできない。

z0500026 法務省 外国人労働者の受入体制 － － ｃ －

我が国は専門的・技術的分野の外

国人労働者の受入れを図ることと

しており，現段階において単純労

働者の受入れを具体的に検討する

ことは困難であるが，少子高齢化

社会を迎えた我が国社会において

単純労働者の受入れの是非も含め

て，今後の出入国管理制度の在り

方について，関係機関等と連携を

図りながら，検討を進めてまいりた

い。

単純労働者の受入に関しては、長

期的視野に立って、国民的な議論

を行う必要があるが、今後、単純労

働者を含めた外国人の受入にあり

方等に関して、具体的な検討スケ

ジュール等を示されたい。

ｃ －

現段階において具体的な検討スケ

ジュールを明確にすることは困難で

あるが，少子・高齢化社会を迎え，

単純労働者の受入れの問題を含め

外国人労働者の受入れのあり方に

ついて，関係省庁と連携しながら，

検討していくこととしている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 31/48
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z0500007 法務省
人権擁護委員の推薦に係る国籍条

項の撤廃
5033 50330001 11 滋賀県　米原町 1

人権擁護委員の推薦に係る国籍条項の

撤廃

●法令等による規制を撤廃する要望

人権擁護委員推薦にあたり、外国人で

あっても、人格意識が高く、広く社会の実

情に通じ、人権擁護について理解ある

者であれば、地域の実情に応じて人権

擁護委員として推薦できるよう所要の措

置をお願いしたい。

       ―

日本に来て住む外国人が増え、生活・文

化が多様化、多国籍化する中で、従来

よりある在日児童に対するいじめや大学

入試差別に加えて、マイノリィティ差別や

外国人入店拒否等多数の問題が顕在

化してきている。ここで、日本人の外国

人に対する差別意識や言葉、文化の違

いが大きな壁となって、生活や人権につ

いて悩み事を相談できずに苦しんでいる

外国人も多いと思われる。人権擁護委

員の中に外国人が含まれていれば問題

を抱える外国人も相談しやすくなるの

で、人権擁護委員の推薦に係る国籍条

項の撤廃をお願いしたい。

添付資料　　　　　・人権擁護委員制度

の改革について

z0500026 法務省 外国人労働者の受入体制 5054 50540004 11 東京商工会議所 4 外国人労働者の受入体制

不熟練・単純労働分野に従事する外国

人労働者の受入については「労働許可

制」により管理を徹底するなど、具体的

な検討を進める。

中長期的に見てわが国の人口は確実に

減少すると推計されており、将来の労働

力不足は避けられない。また、国内労働

力の掘り起こしや有効活用にも関わらず

人手が不足する分野が存在するため。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 32/48
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z0500027 法務省 外国人労働者の受入体制 －

出入国管理制度は専門的・技術的

分野の外国人労働者について積極

的な受入れを行うという基本方針

の下に構築されており，当該外国

人労働者の円滑な受入れに努めて

いるところである。

また，入国・在留に係る各種申請に

おける提出書類の簡素化を行って

いる。

e －

「投資・経営」については，上陸許

可基準である２人以上の日本人等

を常勤職員として雇用して営まれる

規模について，投資額が年間５００

万円以上であればよいとするガイド

ラインを作成し，また，外国人情報

処理技術者について，大学を卒業

しておらず１０年以上の実務経験を

有しない場合であっても，所定の試

験に合格している場合等には入国

することが可能となるよう上陸許可

基準の緩和措置を執るなど，専門

的・技術的分野の外国人労働者の

積極的な受入れのための必要な措

置を実施している。

また，入国・在留に係る各種申請に

おける提出書類の簡素化を行って

いる。

専門的・技術的外国人労働者につ

いては、積極的に受け入れていくと

されているが、今後更なる受け入

れに必要とされる具体的な措置等

について示されたい。

e －

現段階で具体的な措置が想定され

ているわけではないが，社会情勢

等の変化に応じ，引き続き積極的

な受入れのための方策について検

討して行くこととしている。

z0500037 法務省 来日外国人・組織犯罪の防止 － － ｂ －

国際的標準に準拠したバイオメトリ

クス導入旅券に対応できる機器の

開発設置に向け，本年度には調査

研究及び実証実験を行うこととして

いる。今後は，その成果を得て，バ

イオメトリクスを活用した出入国管

理の実施の在り方について，我が

国や各国の発給する旅券へのバイ

トメトリクスの導入状況を踏まえつ

つ，関係省庁と連携を図り，審査の

厳格方策の一環としてその推進を

図ってまいりたい。

貴省の回答では、「本年度には調

査研究及び実証実験を行う」とされ

ているが、本格実施等に向けたス

ケジュール等について示されたい。

ｂ －

本格実施については，実証実験の

結果等を踏まえて検討する問題で

あり，現段階においてスケジュール

等を明確にすることは困難である。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 33/48
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具体的事業の
実施内容

要望理由
その他

（特記事項）

z0500027 法務省 外国人労働者の受入体制 5054 50540005 11 東京商工会議所 5 外国人労働者の受入体制

専門的・技術的外国人労働者に関して

は、資格要件の緩和や手続きの簡素化

など引き続き一層の拡充が必要

中長期的に見てわが国の人口は確実に

減少すると推計されており、将来の労働

力不足は避けられないため。

z0500037 法務省 来日外国人・組織犯罪の防止 5095 50950015 11 東京都 15 来日外国人・組織犯罪の防止

既にアメリカで実施されているバイオメト

リックス（生体認証技術）を活用した入

国審査の実施など、入国・在留資格審

査を厳格化すること。

退去強制した不法滞在者の水際での再

入国阻止などによる来日外国人犯罪の

抑止

・留学・就学、研修、興行、日本人配偶

者等の資格で入国するものの中には、

在留資格は名目だけで、当初から不法

就労等を目的としている者が数多く存在

しており、その手段も偽変造旅券、学校

ぐるみでの受け入れ、偽装結婚等、より

悪質巧妙化している。

・出入国管理法の改正により、在留資格

取消制度の創設や不法残留罪の罰金

額引上げが行われ、不法滞在者に対す

る取締りは一定の措置が講じられた。

・しかし、退去強制した不法滞在者を再

入国させないための制度は未だ構築さ

れていない。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 34/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500038 法務省

「留学資格」終了後の休職中の外国人

について一定期間の在留資格を認め

る.

構造改革特別区

域基本方針等に

おいて定められた

規制改革に関する

措置の実施に伴う

入国・在留審査事

務の取扱いにつ

いて

留学生が，卒業後，就職活動を

行っており，かつ，大学による推薦

がある場合には，「短期滞在」への

在留資格変更を許可し，更に１回

の在留期間更新を認めることによ

り，最長１８０日間滞在することを可

能とするとともに，個別の申請に基

づき，週２８時間以内の資格外活動

許可を与えている。

ｄ －

留学生が，卒業後，就職活動を

行っており，かつ，大学による推薦

がある場合には，「短期滞在」への

在留資格変更を許可し，更に１回

の在留期間更新を認めることによ

り，最長１８０日間滞在することを可

能とするとともに，個別の申請に基

づき，週２８時間以内の資格外活動

許可を与えている。

本規制が、日本で就職を希望して

いる留学生の就職活動の阻害要

因となっているとの指摘がある。今

後、留学生の就職状況等を踏ま

え、延長の可否等について検討さ

れ、示されたい。

ｄ －

優秀な外国人留学生であれば，多

くの日本人大学生と同様，在学中

に就職を決定することが可能である

と考えており，本措置自体が特例

であるため，１８０日以上の滞在を

認めることは考えていない。

z0500040 法務省 日本籍船でのカジノの自由化

刑法第１８５条第１

８６条

１　賭博をした者

は，５０万円以下

の罰金又は科料

に処する（刑法第

１８５条）。

２　常習として賭博

をした者は，３年

以下の懲役に処す

る（刑法第１８６条

第１項）。

３　賭博場を開帳

し，又は博徒を結

合して利益を図っ

た者は，３月以上

５年以下の懲役に

処する（刑法第１８

６条第２項）。

カジノに係る行為は，刑法第１８５

条・第１８６条に規定する罪の構成

要件に該当しうる行為である。

ｃ －

Ｃ：全国規模で対応不可。刑法第１

８５条及び第１８６条は，社会の風

俗を害する行為として規定されてい

るところ，刑罰法規の基本法である

刑法を改正して，カジノのみを刑法

第１８５条及び第１８６条の構成要

件から外すことはできない。　いず

れかの省庁において，カジノを法制

化する法律を立案することとなれ

ば，その内容について，法務省が

個別に，当該省庁との協議に応じ

る用意はある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 35/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他

（特記事項）

z0500038 法務省

「留学資格」終了後の休職中の外

国人について一定期間の在留資格

を認める.

5133 51330007 11 愛知県 7
「留学資格」終了後の休職中の外国人

について一定期間の在留資格を認める.

求職中の元留学生に対し、一定期間の

在留資格を認める。

求職中の元留学生に対し、一定期間の

在留資格を認める。

留学生は卒業後、就職が決定していな

いと在住資格の更新が認められない。

そのため、日本で就職を希望している留

学生の就職活動の阻害要因となってい

る。

z0500040 法務省 日本籍船でのカジノの自由化 5031 50310005 11 社団法人日本船主協会 5 日本籍船でのカジノの自由化

日本籍船では現行刑法が適用されるた

め、公海上であってもカジノが禁止され

ているが、カジノの運営が非合法となら

ないよう所用の法整備を行う。

国民への健全な娯楽を提供し、クルー

ズ客船事業の振興を図るため、日本籍

でのカジノの自由化を行うこと。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 36/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500031 法務省 カジノの立地に関する規制の緩和

刑法第１８５条第１

８６条

１　賭博をした者

は，５０万円以下

の罰金又は科料

に処する（刑法第

１８５条）。

２　常習として賭博

をした者は，３年

以下の懲役に処す

る（刑法第１８６条

第１項）。

３　賭博場を開帳

し，又は博徒を結

合して利益を図っ

た者は，３月以上

５年以下の懲役に

処する（刑法第１８

６条第２項）。

カジノに係る行為は，刑法第１８５

条・第１８６条に規定する罪の構成

要件に該当しうる行為である。

ｃ －

Ｃ：全国規模で対応不可。刑法第１

８５条及び第１８６条は，社会の風

俗を害する行為として規定されてい

るところ，刑罰法規の基本法である

刑法を改正して，カジノのみを刑法

第１８５条及び第１８６条の構成要

件から外すことはできない。　いず

れかの省庁において，カジノを法制

化する法律を立案することとなれ

ば，その内容について，法務省が

個別に，当該省庁との協議に応じ

る用意はある。

z0500036 法務省 カジノ実現に必要な法整備

刑法第１８５条第１

８６条

１　賭博をした者

は，５０万円以下

の罰金又は科料

に処する（刑法第

１８５条）。

２　常習として賭博

をした者は，３年

以下の懲役に処す

る（刑法第１８６条

第１項）。

３　賭博場を開帳

し，又は博徒を結

合して利益を図っ

た者は，３月以上

５年以下の懲役に

処する（刑法第１８

６条第２項）。

カジノに係る行為は，刑法第１８５

条・第１８６条に規定する罪の構成

要件に該当しうる行為である。

ｃ －

Ｃ：全国規模で対応不可。刑法第１

８５条及び第１８６条は，社会の風

俗を害する行為として規定されてい

るところ，刑罰法規の基本法である

刑法を改正して，カジノのみを刑法

第１８５条及び第１８６条の構成要

件から外すことはできない。　いず

れかの省庁において，カジノを法制

化する法律を立案することとなれ

ば，その内容について，法務省が

個別に，当該省庁との協議に応じ

る用意はある。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 37/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目

要望

管理番号

要望事項

管理番号

要望

事項

補助

番号

要望主体名
要望

事項番号

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由
その他

（特記事項）

z0500031 法務省 カジノの立地に関する規制の緩和 5061 50610001 11 荒川区 1 カジノの立地に関する規制の緩和

　外国人旅行者向けのカジノの誘致の

ための規制緩和の実施または特別法の

制定

　平成22年度の成田新高速鉄道の開業

を見据え、主要駅となり得る日暮里駅周

辺の活性化を目指して、ホテルと一体と

なったカジノの誘致を行う。

　世界100カ国以上で愛されているカジ

ノを設置することにより、多数の外国人

観光客があつまり、観光拠点としての地

域のポテンシャルが向上する。これによ

り、地域振興・地域再生を促進すること

が可能となる。

　観光拠点としての地位を確立すること

により、観光産業関連企業等の進出が

見込まれ、地域産業の活性化につなが

る。

　カジノは純粋な人的サービスであるた

め、他の産業に比べて雇用効果が高く、

地域の雇用促進につながる。

z0500036 法務省 カジノ実現に必要な法整備 5095 50950013 11 東京都 13 カジノ実現に必要な法整備
カジノを実現するために、必要な法整備

を行うこと。
カジノ開設

・カジノは、有力な観光資源であり、新た

なゲーミング産業として、経済波及効果

や雇用創出効果が大いに期待できる。

・カジノは、現行法では、刑法の賭博お

よび富くじに関する罪で規制されており、

実施することができない。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 38/48



管理コード
制度の

所管官庁
項目 該当法令等 制度の現状

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請

措置の

分類

措置の

内容
措置の概要（対応策）

z0500001 法務省
法務図書館で閲覧許可を受ける際の事

務手続きの明確化

国立国会図書館

支部法務図書館

利用規程（法務大

臣官房司法法制

調査部内規）第３

条，第６条，第９条

国立国会図書館

支部法務図書館

図書利用規程の

運用について（法

務図書館長決定）

第３条関係，第９

条関係

　法務図書館は，法務省の職員の

ほか館長の許可を受けた者も利用

できることとなっており（規程第３

条），職員以外の者で，法務図書館

の所蔵する図書を閲覧しなけれ

ば，教育，調査及び研究の目的を

達することができない者について

は，申請を行うことによって，臨時

閲覧票の交付を受け，図書の閲覧

をすることができる（規程第９条，運

用第９条関係）。

　上記のとおり，許可の要件及び許

可申請手続きは，規程第９条及び

運用第９条関係で定められており，

閲覧が許可されれば臨時閲覧票が

交付されることから，現行規程でも

事務手続きは明確となっている。

ｄ －

　「制度の現状」欄に記載したとお

り，閲覧許可申請手続きは現行規

程上明確となっている。

　職員以外の利用者の許可の要件

を緩和し，利用者の拡大を図るとと

もに，申請手続の簡略化を行うため

の規程等の改正作業を現在行って

おり，本年中には改正される予定

である。

　また，法務図書館の利用案内を

広く周知する方策も積極的に検討し

ている。

  ご回答によれば、利用者の許可

の要件の漢和等の措置を検討され

ているとのことですが、利用案内を

広く周知する措置とあわせて、具体

的な検討のスケジュールについて

ご回答お願いいたします。

ｄ －

　規程等の改正については，７月下

旬に完了し，８月２日から施行して

いる。

　また，一般利用者への図書館の

利用案内については，法務省の

ホームページに掲載する準備を進

めており，８月中には掲載される予

定である。

z0500035
全省庁（人事院と

金融庁を除く）
補助金適正化法の運用の一元化

更生保護施設整

備費補助金交付

規則第１６条第１

項

　更生保護施設整備費補助金交付

規則（平成８年法務省令第２６号）

に基づき，老朽化して緊急に改築，

補修等が必要と認められる更生保

護施設の当該整備事業について補

助率１／２を上限として補助金を交

付している。補助対象は，更生保

護法人である。

ｃ －

Ｃ：更生保護施設の財産の処分に

ついては，補助金により得た財産

かどうか，財産を得てからどのくら

いの期間を経過したかに関係なく，

全て個別具体的に国が認可してい

る事項である。本補助金により得た

財産の処分制限期間を設定して

も，その期間が経過したからといっ

て，自由に財産を処分することはで

きないのであるから，意味がなく，

また，矛盾することとなる。

　更生保護法人は，全て国の所管

となっており，地方公共団体は所管

しないこととなっている。

　また，地方公共団体が設置してい

る更生保護施設も現在のところな

い。

各府省庁において、処分制限期間

が統一されていないことが問題で

あり、各府省庁が統一して同じ基準

となるように調整されたい。

ｃ －

　左記のとおり，統一的基準を設定

しても，その期間が経過したからと

いって，更生保護法人が自由に財

産を処分することができないのであ

るから，本補助金を基準の対象と

することは困難である。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 39/48



管理コード
制度の

所管官庁
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要望

管理番号

要望事項

管理番号
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要望事項
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具体的
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要望理由
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（特記事項）

z0500001 法務省
法務図書館で閲覧許可を受ける際

の事務手続きの明確化
5009 50090001 11 佐藤栄司 1

法務図書館で閲覧許可を受ける際の事

務手続きの明確化

法務省法務図書館では館長の許可をう

ければ誰でも図書の閲覧ができるとさ

れているが、許可申請の手続きがわか

りにくい。閲覧の許可・不許可が文書で

交付されない。不許可の場合、不服申し

立てができるのか不明である。よって、

閲覧許可申請について、事務手続き・

審査基準を行政手続法に準じた形で明

確化していただきたい。

裁判員制度が制定され、一般国民も専

用入館証が発行される弁護士・大学教

授と同様に法令関係の図書・資料を自

由に閲覧・利用することが必要と思われ

る。

　

z0500035

全省庁（人事院

と金融庁を除

く）

補助金適正化法の運用の一元化 5094 50940005 11 和歌山県 5 補助金適正化法の運用の一元化

補助金適正化法に基づく処分制限期間

については、各府省庁が別途政令で制

定するのではなく、財務省令にて、処分

制限期間の統一（一本化）を図り、既存

の政令は各府省庁において廃止された

い。

　

・補助金適正化法第２２条に基づく財産

処分制限期間は、各府省庁の政令によ

り別途定めるとされており、現状では、

各府省庁の政令を定める時期によりば

らつきが見られ、さらに改正後の但し書

きには、財務省令に連動した処分制限

期間ではなく、改正後に取得した財産に

のみ適用が受けるように政令で告示さ

れている。国の補助金を活用し、整備し

たもの（例　鉄筋コンクリート）や購入し

たもの（パソコン・サーバ）が同じである

にもかかわらず、補助金の種類によって

異なる処分制限期間となっている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 40/48
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z0500030 法務省 不動産登記法罰則規定の適正運用

不動産登記法

１５９条ノ２

８０条

８１条

８１条ノ８

９３条

９３条ノ４ノ２

９３条ノ５

９３条ノ１１

不動産の表示に関する登記を怠っ

た者に対する過料の規定は、申請

期間を徒過たことをもって直ちに適

用することなく、まず、申請の義務

のある者に対し、登記の申請を催

告することとされている（不動産登

記事務取扱手続準則第９２条）。

b Ⅳ

当該罰則規定の運用については、

国民の意見を踏まえて、適正な運

用を行ってまいりたい。

要望者からの再要望は次のとおり

である。『登記の申請義務のある者

への登記申請の催告は登記官が

行うものと思慮するが、この催告を

行うことは不動産取引の安定と国

民の権利保全、さらには納税の公

平化と税の適正徴収に直結する大

変意義深いことである。早い時期に

実際に催告が行われるよう、対応

を御検討いただきたい。今ひとつの

登記催告の手法として、が催告若

しくは登記を促す方法は御検討願

いタイ。市町村の税務課は特にこう

した登記されているかどうかの状況

を把握しやすいため、そこからの催

告手段を設置する事もひとつの手

法と考える。市町村の税務課にとっ

ても納税の公平化と税の適正徴収

の側面からも意義深いものと思慮

する。』

本件は、法律に義務づけられたも

のであり、正しく運用されていない

ことについては、各法務局への通

知など周知を図る必要があると思

われる。ただ、現状の登記の正誤

についての検証は、膨大となること

も予想されるため、どのように罰則

規定を運用されるかも検討された

い。

b Ⅳ

不動産の表示に関する登記を怠っ

た者に対する過料の規定は、不動

産の表示に関する登記を実体と合

致させるための方策の一つである

が、申請期間を徒過したことをもっ

て直ちに同規定を適用するのでは

なく、まず、申請の義務のある者に

対し、登記の申請を催告することと

されており（不動産登記事務取扱

手続準則第９２条）、さらには、真に

直ちに登記すべき場合には、登記

官が職権により登記をすることを可

能として、実体と合致させる仕組み

を設けている。なお、当該罰則規

定については、非訟事件手続法の

規定に従い、裁判所の裁判によっ

て運用されるべきものであり、これ

については、不動産登記制度を所

管する立場から、国民の負担等を

考慮し、適正な運用を図っていきた

い。

z0500033 法務省
建物登記申請時における検査済証の

添付義務化

不動産登記法

９３条２項

建物の表示登記の申請書に建築

基準法の検査済証が添付されるの

は、「所有権を証する書面」としてで

あり、必ずしも検査済証の添付を要

求しているものではない（所有権を

確認できる書類の添付があれば差

し支えない。）。

ｃ －

建物の表示登記の際に検査済証

が添付されるのは、所有権を証す

る書面としてであり、他に所有権を

証する書面が提出された場合に

は、検査済証の添付は要しないこ

とになる。

仮に、検査済証の添付をすることが

できない場合であっても、表示の登

記をすることは所有者の義務であ

り、検査済証の添付がなければ表

示の登記をすることができないとす

ることは、登記制度の目的を越える

こととなり、許されないものと解され

る。

建築基準法違反への対処は建築

基準法において措置する問題であ

り、検査済証の取得について、不

動産登記法においてそれを徹底す

るということは妥当でないと考え

る。

回答では、建築基準法違反への対処は

建築基準法において措置する問題であ

り、検査済証の取得について、不動産登

記法においてそれを徹底するということ

は妥当でないとされているが、要望者の

意見は、『貴省の回答にある「仮に、検

査済証を添付することができない場合」

があることは承知しているが、そういっ

た例外を除いて、所有権を証する書面

として、原則として検査済証の添付を義

務づけることにより、完了検査率のアッ

プと違反建築物の減少に寄与するばか

りでなく、建築基準法違反建物の登記が

できてしまう事態を回避し、実態に即し

た表示登記が行われることにもなると思

われることから、再度検討をお願いした

い。また、貴省の回答は「建築基準法違

反への対処は建築基準法において措置

する問題」とのことであるが、問題は方

法の如何を問わず、いかに完了検査義

務を履行させ、建築基準法違反の温床

となっている事態を回避するかであると

考える。本提案の趣旨を今一度斟酌い

ただき、建築基準法の所管官庁である

国土交通省とも協議の上、検討されるこ

とを合わせてお願いしたい。』とのことで

ある。要望者の話では、完了検査を規

定どおり受けている建物が4割程度で

あるとの話もある。この状況を鑑み、国

土交通省と建築行政に関する協力の可

能性の検討をされたい。

ｃ －

建物の表示登記の際に検査済証

が添付されるのは、所有権を証す

る書面としてであり、他に所有権を

証する書面が提出された場合に

は、検査済証の添付は要しないこ

とになる。

仮に、検査済証の添付をすることが

できない場合であっても、表示の登

記をすることは所有者の義務であ

り、検査済証の添付がなければ表

示の登記をすることができないとす

ることは、登記制度の目的を超える

こととなり、許されないものと解され

る。

建築基準法違反への対処は建築

基準法において措置する問題であ

り、検査済証の取得について、不

動産登記法においてそれを徹底す

るということは妥当でないと考え

る。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 41/48
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z0500030 法務省
不動産登記法罰則規定の適正運

用
5060 50600001 11 土地家屋調査士大保木正博 1 不動産登記法罰則規定の適正運用

不動産登記法第第80条第1項を初めと

して土地の表示に関する登記のうち報

告的登記については、その事象が生じ

た時から１ケ月以内に不動産の表示に

関する登記を行わなければならないと

強制規定がされている。さらに同第159

条ノ2において、その登記を申請すべき

義務ある者がこれを怠ったときには10万

円以下の過料に処すとの罰則規定もあ

る。しかしながらこの罰則規定が適用さ

れたことは今だかつて１件もない。この

規定の適正な運用を要望する。

こうした不動産の表示に関する変更事象

を最も知りうるのは表示の登記を実行す

る表示の登記官である。表示の登記官

に裁判所への報告義務がないことも、罰

則規定が適用されていない大きな原因

といえる。表示の登記官に裁判所への

報告義務を与えることにより適正運用が

なされる。

権利の客体である不動産の現況を公示

する表示に関する登記は、国家基盤を

支える極めて重要な使命を担っていり

る。そのため、不動産登記法の表示に関

する登記のうち、報告的登記については

唯一強制規定として、１ケ月以内に登記

を申請することとされています。しかしな

がら、この運用が守られておらず、登記

事項と現況事項が相違する不動産が多

く存在している。またこの登記義務を

怠った場合には罰則規定もあるがいま

だかつて適用された事例は１件もない。

このことは不動産取引、金融取引、固定

資産課税行政において、取引の際大い

なる支障と負担となっている。表示の登

記官にこうした登記が為されていない不

動産について裁判所への報告義務を与

えることにより適正運用ができるため提

案する

z0500033 法務省
建物登記申請時における検査済証

の添付義務化
5070 50700001 11 野田市 1

建物登記申請時における検査済証の添

付義務化

　建物登記申請時に検査済証を添付義

務化させることにより、完了検査件数を

増加させるとともに、違反建築物の減少

につなげる。

　建築基準法第6条の規定により、建築確認

申請を行って確認済証の交付を受けなけれ

ばならない建築物については、同法第7条第1

項の規定により、建築完了後に完了検査の

申請をし、検査済証の交付をなければならな

いが、当市におけるここ3年間の完了検査受

検率は30～40％台であり、6～7割が未受検と

なっている。建築記基準法では完了検査の申

請をしない場合の罰則規定があるが（同法第

100条第1項）、当市では未申請者に督促処理

は行っているものの、罰則規定に基づく告発

は行ったことがない。また、県内でもこういった

申請手続き違反はもとより違法建築等に関し

ても告発を行った事例はないと聞いている。

市で申請手続き違反の告発を行うとした場

合、おおむね1人の職員が専任で1年間作業

するに等しい事務量が予測される。仮に、申

請手続き違反を法律どおり全国的に取り締

まるとした場合には、大量の告発が予測され

るが、警察当局が軽微で大量の申請手続き

違反の告発を処理できるのかどうかは疑問

であり、このような実態を踏まえると、罰則規

定は事実上、形骸化していると言わざるを得

ない。よって、完了検査申請の督促等の措置

は引き続き継続しつつ、これを補完する方策

として、建築基準法違反の告発に比べ、より

現実的で実効性ある対応が可能な不動産登

記法における「登記申請時の検査済証添付

義務化」を行うことにより、完了検査逃れの防

止向上を図るものとして要望するものであ

る。なお、東北地方のある法務局では、登記

申請時の検査済証を義務づけているところ

があると聞いている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 42/48
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z0500034 法務省
土地区画整理事業施行中における地

目変更登記の取扱いの緩和

不動産登記法

８１条

土地区画整理事業区域内におい

て、仮換地指定がされた場合であっ

ても、登記簿において管理されてい

るのは従前の土地のままであるか

ら、たとえこれに照応する仮換地の

地目が宅地であっても、従前の土

地の地目の現況が宅地以外であれ

ば、従前の土地の地目を宅地とす

る地目変更の登記は受理されな

い。

ｃ －

登記簿は、従前地の状況を表示す

るものであるから、仮換地の地目を

もって従前地の地目とすることは、

登記制度の趣旨に反する。

また、仮換地の地目変更について

は、その底地である登記上の土地

の地目変更を、当該土地の所有者

から申請すべきことになる。

z0500010 法務省

債権譲渡登記制度の拡充

債権譲渡の対抗

要件に関する民法

の特例等に関する

法律（平成１０年６

月１２日法律第１０

４号）第３条

平成１０年法務省

告示第２９０号（債

権譲渡の対抗要

件に関する民法等

の特例等に関する

法律第３条第１項

の登記所）

債権譲渡登記規

則（平成１０年８月

２８日法務省令第

３９号）第２２条

債権譲渡登記制度は，平成１０年１

０月に創設され，債権譲渡登記に

関する事務を司る登記所として，東

京法務局が指定されている。平成

１３年３月からは，予納制度を利用

したオンラインによる登記の申請の

制度を、平成１６年５月からは歳入

金電子納付システムを利用したオ

ンラインによる登記の申請及び証

明書の交付請求の制度の運用を

開始したところである。

ｃ －

１　オンラインによる登記申請については，申請１件当

たりの情報量の上限を１，５００キロバイトとしていると

ころ，当該上限を大幅に引き上げることとすると，登

記所の回線の増強，機器の増設及びシステムの改修

等に相当額の経費を要することとなる。これに要する

経費については受益者が負担することとなる。つま

り，オンラインによる登記申請の手数料が現行よりも

高額なものとなるのである。

    ところで，申請１件当たりの情報量に係る調査を実

施したところ，申請１件当たりの情報量が１，５００キロ

バイトを超える申請はわずか３．５％にとどまるもので

ある。そこで，仮に当該上限を大幅に引き上げること

とすると，全申請件数の９６．５％に相当する利用者

は，わずか３．５％の申請のオンライン化を図るため，

当該上限の引上げに係る経費を負担することとなる。

　  また，ｅ－Ｊａｐａｎ戦略における電子政府の実現の

基本的考え方において，電子政府の実現にあたって

は，行政の簡素化・効率化，国民・事業者の負担の軽

減を実現することが必要である旨示されているところ

である。 また，e-Japan重点計画における行政の情報

化の具体的施策において，各府省は，申請・届出等

手続をオンライン化する場合において，当該事務に係

る行政経費の低減を図りつつ，適正に手数料単価を

設定するものとすることとされた。さらに， 電子政府

構築計画における電子政府構築の原則において，業

務や制度，システムの抜本的な見直しを行い，行政運

営の簡素化，業務効率の向上を徹底的に追求するこ

ととされ，また，目標として 業務・システムの一元化・

集中化等業務・システムの最適化により費用対効果を

高め，人的・物的資源の効率的な活用を通じた行政

の簡素・合理化を図ることにより，予算効率の高い簡

素な政府を実現することとされた。これらの政府全体

の方針等からすると，申請１件当たりの情報量の上限

を大幅に引き上げることは，国民・事業者の負担の軽

減を実現することとはならず，適正な手数料単価の設

定が困難となり，また，予算効率の高い簡素な政府を

実現に逆行するものとなることから，消極的にならざ

るを得ない。

　  したがって，申請１件当たりの情報量の上限を大

幅に引き上げることは，現段階では困難であるといわ

ざるを得ない。

２　債権譲渡登記は，東京法務局民事行政部債権登

録課において運用しているところ，これを全国の法務

①登記所の設備増強等に係る経費

が多額となり手数料が高額になる

ことから要望に応じられないとする

が、当該経費を圧縮することによっ

て利用者への転嫁を回避するとい

う観点から検討のうえ、要望に応じ

られるか再度回答されたい。

②出頭による申請窓口を各出張所

に広げることについて、費用が多額

に上ることから要望に応じられない

とするが、当該経費を圧縮すること

によって利用者への転嫁を回避す

るという観点から検討のうえ、要望

に応じられるか再度回答されたい。

③申請1件あたりの情報量が1500

キロバイトを超える申請はわずか

3.5％であることから、要望に応じら

れないとするが、債権譲渡登記の

利用状況（債権数、遠方のため出

頭せず郵送によって債権譲渡登記

を行う利用者数等）は年々変わるも

のと考えられる。よって、これらの状

況の変化によっては、費用対効果

の観点から本要望の実現の可能性

は高まると考えられるが、平成16

年度以降継続して利用状況を調査

し、登記制度の拡充について検討

することの可否について、回答され

たい。

ｃ －

①について

   現在の債権譲渡登記システム（以下「現行

システム」という。）において，オンラインに

よる登記申請における申請１件当たりの情報

量の上限（１，５００キロバイト）を大幅に引き

上げることとすると，現行システムのハード

ウェアでは対応できず，高性能の機器を新た

に導入する必要がある。また，現行システム

のソフトウェアについても当該上限の引上げ

に係る設計変更，開発及び各種試験を実施

しなければならない。

　したがって，申請１件当たりの情報量の上限

を大幅に引き上げることとすると相当の経費

が必要となり，当該経費を手数料の増額とな

らない程度までに圧縮することは，現段階で

は困難であると考える。

②について

   登記の申請等の窓口を拡大するとなると，

各登記所に端末，印刷装置，ネットワーク機

器等を導入するとともに，現行システムの大

幅な設計変更等を実施しなければならない。

さらには，当該運用に係る人員を配置しなけ

ればならない。

　したがって，登記の申請等の窓口を拡大す

るとなると相当の経費が必要となり，当該経費

を手数料の増額とならない程度までに圧縮す

ることは，現段階では困難であると考える。

③について

　 債権譲渡登記制度を運用するに当たって

は，政府の方針，国民のニーズ及び費用対

効果等を適時・適切に調査・検討を行った上

で制度を運用しているところである。

　　したがって，申請１件当たりの情報量の上

限の引上げ及び登記の申請等の窓口の拡大

等，登記制度の拡充についても，引き続き検

討することとなる。
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z0500034 法務省
土地区画整理事業施行中における

地目変更登記の取扱いの緩和
5086 50860001 11 松山市 1

土地区画整理事業施行中における地目

変更登記の取扱いの緩和

土地区画整理事業の施行中における登

記地目の変更については、仮換地の使

用収益開始日以降において、仮換地の

利用状況に応じて、登記地目をが変更

できるようにする。

現行の取扱いは、「土地区画整理事業

区域内の土地の地目の変更登記は、従

前の土地及び仮換地の双方が共に同一

地目の現状でなければ、これをすること

ができない。」という法務局の見解であ

るが、現状にそぐわない場合も生じてい

る。そこで、仮換地の使用収益開始日以

降については、仮換地の現状に則した

登記地目の変更を可能とする。

このことにより、地権者間の公平性が保

たれると共に、先般の規制改革（番号５

１４）で分筆登記の明確化がなされたこ

とと相俟って、土地活用の多様化や流

動化が促進され、土地区画整理事業の

趣旨に合致するものとなる。

添付資料1-1

不動産登記法条文

添付資料1-2

現在の地目変更登記の扱い

z0500010 法務省

債権譲渡登記制度の拡充

5078 50780030 11 (社)日本経済団体連合会 30

債権譲渡登記制度の拡充
　オンライン申請システムの拡充を図

り、申請可能な情報量の上限を引き上

げる。また、出頭による申請窓口を各法

務局出張所に拡大すべきである。

　申請件数では少ないが、実際に、1回

につき10,000キロバイトを超える申請が

あり、情報量の上限の撤廃は利用者利

便の向上に資する。債権個数の制限の

撤廃だけでなく、申請可能な情報量の上

限を引上げるべきである。

　法務省は、「全国規模での規制改革要

望に対する各省庁からの再回答（平成

16年1月29日）」において、「オンライン

による申請については、通信方式の改

善により、債権個数による制限を廃止

し、情報量による制限（1500キロバイト

を上限とする。）のみとする予定」として

いる。

　また、出頭による申請の窓口は、東京

法務局民事行政部債権登録課のみとさ

れている。
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z0500039 法務省

一定の民間事業者がタイムスタンプを

付した電子データへの確定日付ある証

書としての効力の付与

民法施行法第５条

確定日付ある証書として，公正証

書，官庁又は公署においてある事

項を記入し日付を記載した私署証

書等が規定されているほか，指定

公証人が電磁的に記録された情報

に日付情報を付した場合における

当該情報も確定日付ある証書とみ

なされている（民法施行法第５

条）。

ｃ －

指名債権譲渡の対抗要件としての

債務者に対する通知・承諾は，確

定日付ある証書をもってしなけれ

ば，債務者以外の第三者に対抗す

ることができないとされ（民法第４６

７条第２項），債権が二重に譲渡さ

れた場合，譲受人相互間の優劣

は，確定日付ある証書による通知・

承諾の先後関係によって決せられ

る。このように確定日付には，当事

者の権利の得喪直接関わるという

法律上の効力が認められており，

高度の信用性，制度としての永続

性の確保が強く要請される。民法

施行法第５条はかかる趣旨から，

確定日付の対象を一定の範囲に限

定しているものであり，民間事業者

が行うタイムスタンプに確定日付の

効力を付与することは困難である。

なお，電子的手段による債権譲渡

を推進するための施策について

は，新たな法律の制定も視野に入

れた検討が，政府において進めら

れているところである（e-Japan重

点計画 - 2004参照）。

回答では、「確定日付には、当事者

の権利の得喪に直接関わるという

法律上の効力が認められており、

民間事業者が行うタイムスタンプに

確定日付の効力を付与することは

困難」とされているが、電子署名法

やIT書面一括法が制定されるなど

文書の電子化が進展してきつつあ

る中で、電子文書に関して当事者

間の認証や原本性の確保が必要と

なってきている。特に原本性の確保

を行うための技術としてタイムスタ

ンプは有用であり、電子商取引の

発展のために資するものである。こ

れらの点を踏まえて、改めて検討さ

れたい。

また、当事者の権利の得喪に直接

関わる法律上の効力が認められる

行為を、民間事業者が行えない特

段の理由があれば、示されたい。

ｃ －

前回回答のとおり，確定日付には，

国民の権利の得喪に直接関わると

いう法律上の効力が認められてい

ることから，民間による確定日付付

与を認めることは困難である。

z0500041 金融庁、法務省
特定社債に関する担保付社債信託法

の一部適用除外

担保付社債信託

法第2条

担保付社債信託法において、社債

に物上担保を付する場合はその社

債を発行する会社と信託会社との

信託契約に従い社債を発行する旨

の規定がある。

c Ⅰ

担保付社債信託法は、広く社債に

物的担保を付することとする場合に

ついての規制を定めたものであり、

同法には、特定の会社形態の場合

について規制を適用除外すると

いった仕組みとはされておらず、本

要望の実現には、社債に物的担保

を付する場合の規制のあり方の問

題として、担保付社債信託法自体

についての根本的な見直しが必

要。

要望内容は、資産の流動化に関す

る法律上の特定社債について担信

法の規程が適用される結果、柔軟

な担保処分の仕組みを求める社債

権者の利益に反することになってい

るため、該当部分の一部適用除外

を求めているものである。資産の流

動化の現状に即していない部分を

考え、①改めて要望にある担信法

の一部適用除外について検討願

う。適用除外が無理であれば、担信

法の根本的な見直しについての対

応策を具体的に検討され、示され

たい。②上記①を踏まえた検討時

期について、その時期となる理由も

含め具体的に示されたい。

c Ⅰ

①資産の流動化に関する法律にお

ける担信法の一部適用除外につい

ての当該要望は当省の所管事項に

関するものではない。担保付社債

信託法第７１条等の規定は「担保

共同および平等の原則」等を示す

担保付社債信託法のきわめて本質

的な規定であり、要望の実現は不

可能である。

②上記①の理由から、要望のとお

りの担信法の見直しは不可能であ

ることから、その検討の実施時期に

ついて示すことは困難である。
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z0500039 法務省

一定の民間事業者がタイムスタン

プを付した電子データへの確定日

付ある証書としての効力の付与

5139 51390041 11
（社）全国信用金庫協会・信

金中央金庫
41

一定の民間事業者がタイムスタンプを

付した電子データへの確定日付ある証

書としての効力の付与

電子署名法上の認定を受けた認証事業

者等一定水準以上の技術的信頼性を

有する民間業者がタイムスタンプを付し

た電子データについて、電子公証制度に

おける電子確定日付と同様に、確定日

付ある証書とみなすこととする。

電子公証制度による電子確定日付は、

債権譲渡等の電子取引をシームレスで

瞬時に行うシステムに適さない。また、

電子署名法上の認定を受けた認証事業

者等にも電子確定日付の付与を許容す

ることにより、一定水準以上の技術的信

頼性を確保しつつ、利用者利便の向上

を期待することができる。

z0500041 金融庁、法務省
特定社債に関する担保付社債信託

法の一部適用除外
5024 50240003 11 社団法人不動産証券化協会 3

特定社債に関する担保付社債信託法の

一部適用除外

特定社債について、担保付社債信託法

の一部適用除外とすることができるよう

要望する。

特定目的借入に担保をつけると、特定

社債にも担保をつけざるを得なくなる場

合が多い。この場合、担保付社債信託

法が適用となる。その際、以下の規程が

適用され社債権者の保護が行われる結

果、柔軟な担保処分の仕組みを求める

社債権者の利益にかえって反することと

なっている。特定社債について、社債権

者の利益を守り、資産流動化法の活用

を推進するため、資産流動化計画に規

定すること等一定の要件を満たす場合

に、以下の規程を適用除外とすることが

できるように要望する。①「平等な担保

利益の享受」（担信法第71条）②「転

質・流質契約の禁止」（担信法第73条）

③「担保の変更」（担信法第75条）「担

保権の順位の譲渡または放棄」（担信

法第75条の２）④「担保権の実行」（担

信法第82条）
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z0500042 金融庁（法務省） 私募債での社債発行枠制度の創設 ―

要望事項にある私募債を前提とし

たミディアム・ターム・ノートプログラ

ムのような、負担の少ない社債発

行枠を制限する規制はない。

ｅ ―

要望事項にある私募債を前提とし

たミディアム・ターム・ノートプログラ

ムのような、負担の少ない社債発

行枠を制限する規制はないが、仮

に新たな制度を創設するとなると具

体的にどのような制度を想定してい

るのかを提示していただきたい。

要望元からの依頼により、金融庁

の他貴庁にも、「私募債での社債発

行枠制度の創設」について見解を

聞きたいとのことであるが、見解は

如何。

ｅ －
当該要望は当省の所管事項に関す

るものではない。
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z0500042
金融庁（法務

省）

私募債での社債発行枠制度の創

設
5039 50390023 11 社団法人 リース事業協会 23 私募債での社債発行枠制度の創設

私募債を前提としたミディアム・ターム・

ノートプログラムのような、負担の少ない

社債発行枠制度の創設あるいは制限の

緩和を要望する。

・発行枠更新の契約書類を日本語で作

成できれば事務負担が大幅に軽減され

る。・元利金の送金手続が日本国内で

完結すれば、事務負担、事務手数料が

大幅に削減される。

国内市場では、ミディアム・ターム・ノートのよ

うに枠を設定して機動的な社債発行を行う場

合には証券取引法第23条における発行登録

債制度が規定されているが、有価証券報告

書の継続開示要件、複数格付の取得要件等

公募債を前提とした制度のため、開示の負担

が大きいこと。
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